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議事日程 

          諸般の報告 

       第１ 会議録署名議員の指名 

       第２ 一般質問 

 

開議       午前９時００分 

議事の経過 

（再開） 

○議長（矢野隆行君） （午前９時００分） 皆さん、おはようございます。 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 日程に入るに先立ち、諸般の報告を行います。 

 出席議員は１８人全員であります。 

 次に、本日の議事日程は既に配付いたしました議事日程のとおりであります。 

 また、本日説明員として出席通知のあった者の職氏名は昨日と同様であり、配付を省略

いたしましたので、ご了承願います。 

 （日程第１） 

○議長（矢野隆行君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は会議規則第１２７条の規定により、第１３番、工藤義明議員、第１４

番、野並享子議員を指名いたします。 

 ここで、赤坂健康福祉部政策監より訂正の答弁を求められておりますので、これを許し

ます。どうぞ。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） 議員の皆さん、おはようございます。 

 昨日の一般質問、岩井議員の平成３０年度ロードマップ、平成２９年度実績評価につい

ての７点目でございますが、地域医療あり方と連携についての質問でございます。質問通

告書に記載の会議の名称が「地域医療を考える会」という名称で通告いただいておりまし

て、実際、質問の際には「地域医療あり方検討会」と、野洲市で使用しております名称の

方で発言されたんですが、私がその発言をちょっと聞き漏らしていた関係で、答弁の中で

は「地域医療を考える会とは本市では地域医療あり方検討会にあたると思います」という、

修正の部分も答弁で発言しました。その部分の削除をお願いいたしたく思います。 

 以上でございます。 
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 （日程第２） 

○議長（矢野隆行君） 日程第２、昨日に引き続き、一般質問を行います。 

 発言順位は、昨日と同様、一般質問一覧表のとおりであります。 

 順次発言を許します。 

 なお、質問にあたっては、簡単明瞭にされるよう希望いたします。 

 それでは、通告第８号、第７番、津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） おはようございます。第７番、津村俊二でございます。 

 本日は３項目にわたって、質問させていただきます。 

 まず１番目に、在宅医療・介護連携推進事業についてお伺いします。 

 住み慣れた地域で安心して自分らしい暮らしを人生の最後まで続けていくことは多くの

人々の願いであると思います。そのためには患者、そして支える家族を中心として、医療

機関と介護事業者などが連携を密にして、一体的にサービスを提供していくことが望まれ

ます。また、特養をはじめ、介護施設へ申し込みしても入所できない高齢者の方々がおら

れます。ますます在宅での医療、介護、見守りを評価していかなければなりません。在宅

医療・介護連携推進事業は、平成２７年度より介護保険法の地域支援事業として位置付け

られた全国で展開されている取り組みであります。本事業では、地域の在宅医療の提供体

制の確保についてそれぞれの市町村が主体となって医師会等を連携しながら取り組むこと

とされています。 

 １、従来、医療は専門医療の病床整備が２次医療圏ごとに行われるなど、主に都道府県

が担っている分野であります。このたび、市町村が在宅医療の基盤整備の実施主体とされ

たことの背景、意義、また市に求められている責務と役割について伺います。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、津村議員の在宅医療・介護連推進事業に

おける１点目、在宅医療・介護連携推進事業における市の役割や責務についてお答えさせ

ていただきます。 

 本市が在宅医療・介護連携推進事業の実施主体となった背景には、いわゆる団塊の世代

の７５歳以上となる２０２５年問題がございます。高齢化の急速な進展に伴い、医療や介

護を必要とする人が増加してまいります。高齢化の進展状況は大きな地域差があることか

ら、地域の特性に応じた在宅医療・介護連携の仕組みをつくることが求められていると考

えます。 
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 本市の場合、第７期介護保険事業計画のニーズ調査において、人生の最後を迎えたい場

所は自宅とする人が４２％と最も多く、最も取り組んでほしい高齢者施策は在宅の高齢者

を支える保健福祉サービスの３３％であったことなどから、医療と介護の両方を必要とす

る高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を人生の最後まで続けられるように在宅医療

と介護サービスの連携体制の構築、充実を図っていくことが市の役割であると考えます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） ありがとうございます。 

 この事業は、取り組むべき内容として以下の８つの事業項目が国より示されています。

地域の医療、介護の資源の把握、２、在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討、

３、切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築、推進、４、医療、介護関係者の

情報共有の支援、５、在宅医療・介護連携に関する相談支援、６、医療、介護関係者の研

修、７、地域住民への普及啓発、８、在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携で

あります。 

 平成３０年、本年４月までに全ての自治体でこの８項目を実施することが義務付けられ

ています。本市における実態としては、これらはいずれも地域包括ケアシステムの多職種

連携として既に一定の取り組みが進められてきているものであります。 

 そこで、本事業の推進に対しては、市のこれまでの取り組みとの連続性を踏まえた上で

市独自に実施内容の一層の充実を図るという姿勢が基本になると考えます。市の考え、意

気込みを伺います。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、２点目の在宅医療・介護連携推進事業に

おける市独自の実施内容に関する市の考え方、意気込みについてお答えいたします。 

 本市におきましては、平成２１年度から地域医療あり方検討会を設置し、入院治療から

在宅療養に至るまでの切れ目のない一貫した医療を提供できるように医師会、病院、介護

保険サービス事業者、行政等、在宅医療・介護関係者が市の望ましい地域医療のあり方を

検討してまいっております。 

 在宅医療・介護連携の課題について検討する在宅ケア部会を設け、地域医療、看護、介

護関係者の情報共有の手段である在宅療養手帳の作成、認知症対策の検討等も行ってまい

りました。今後も地域医療あり方検討会において、医療、看護、介護の関係者と共に本市
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における在宅医療・介護連携の取り組みについて検討してまいりたいと考えております。 

 以上、お答えとします。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） 連携推進という言葉が抽象的な概念であるため、ともすれば表面

的な外形上の状態のみが評価の対象になってしまい、結果的に事業が形骸化してしまうこ

とが懸念されると思います。この事業のスタートを切るにあたり、改めて何のための連携

かという本来の目的とそのための手段を明確にした上で事業の実施状況を見える化し、進

行管理を堅実に行うマネジメントの仕組みを構築するべきと考えます。ＰＤＣＡのマネジ

メントシステムであります。本事業におけるマネジメントの仕組みについてはどのように

考えているのでしょうか。また、その地理的な枠組みは市全体として考えるのか、地域ご

とか、あるいは在宅医療地域ケア会議を開催している地域ごとなのか、市の考えを伺いま

す。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ３点目の在宅医療・介護連携推進事業におけるマネ

ジメントの仕組みについての市の考え方、その地理的な枠組みの考え方についてお答えし

ます。 

 本市の枠組みにつきましては、市全体での取り組みとして実施し、進行管理を行ってお

ります。そして、事業のマネジメントにつきましては、市と医療、看護、介護のそれぞれ

の関係者が協力して取り組むことが重要と考え、地域医療あり方検討会を活用して、在宅

医療・介護連携に関する事業の評価について十分議論しながら進めてまいります。 

 以上、お答えとします。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） ＰＤＣＡサイクルのプラン、すなわち計画化は現状の把握、課題

の抽出、目指す理想像の検討、それに伴う取り組み内容の検討、そしてそれらを管理する

指標の設定といったプロセスを通して進められます。８つの事業項目のうち、１番目の地

域の医療、介護の資源の把握と２番目の在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

については、プランの過程における取り組みにあたります。現状の把握はＰＤＣＡサイク

ルの基準となり、それは情報を定量的及び定性的に把握するものであります。この分析作

業の進捗状況について、またどういった視点から分析を行うのかについて改めてご説明を

いただきたいと思います。 
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 さらには、こうした方法を採用するに至った市の狙いについても伺います。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、現状の把握に関する分析作業の進捗状況

及び分析の視点と分析方法採用の狙いについてのお答えをさせていただきます。 

 定量的な現状の把握として、医療機関数、介護サービス事業所数等、既存のデータから

の情報収集を行うことと守山、野洲市内の医療機関へのアンケート調査による対応可能な

診療内容の把握等を実施しております。定性的な現状把握といたしましては、介護保険事

業計画のニーズ調査において市民の在宅医療に関するニーズを把握しております。このよ

うな分析方法は厚生労働省による「在宅医療・介護連携推進事業の手引きｖｅｒ２」に示

された方法でございまして、適正なものと認識の方をしております。 

 以上、お答えとします。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） ありがとうございます。 

 一方の定性的な現状把握等は地域の方々や関係者がふだん感じている課題といった数値

では表れづらい、いわゆる質的な情報を把握するものです。市の事業計画では、在宅医療

支援窓口を設置し、相談を受け付ける体制を構築すると共に医療機関と介護サービス事業

所等の連携強化を図りますとあります。現在までの相談状況を伺います。この相談は、具

体的にはどのような相談が多いですか。そして、現段階における特徴、傾向性など、どの

ようなことが浮かび上がってきているのでしょうか、お伺いします。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは在宅医療支援窓口での相談内容、現段階で

の特徴、傾向についてお答えします。 

 平成２９年度に地域包括支援センターにおいて医療機関からの相談を受けた件数のみの

実数把握でございますが、件数といたしましては２９５件ございました。相談の内容とい

たしましては、介護保険サービスの利用に関することや退院後の療養環境整備に関するこ

とが主なものでございました。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） 在宅医療推進連絡協議会及び在宅医療地域ケア会議の実効性の向

上に向けて、市はこれまで運営体制についてどのような工夫を行ってきたのか、伺います。 
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○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） 在宅医療推進連絡協議会、在宅医療地域ケア会議の

実効性の向上に向けての運営体制の工夫についてのご質問にお答えします。 

 議員が今おっしゃいました在宅医療推進連絡協議会と同様の機能を持つ会議としまして

は、地域医療あり方検討会がございます。この検討会では行政だけではなく、医師会、介

護支援専門員、訪問看護ステーション等、市内の在宅医療、看護、介護関係者と共に介護

の運営の方について検討しています。 

 次に、在宅医療地域ケア会議と同様の機能を持ちます会といたしましては、本市では地

域ケア会議を開催しております。地域ケア会議では、個別の課題について検討を積み重ね

る中で、在宅医療や介護に関して地域に共通する課題が明らかになった場合、その課題を

地域医療あり方検討会において解決策を検討するなどして、会議のさらなる実効性の向上

に努めてまいっております。 

 以上、お答えとします。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） こうした過程を経て、次に指標の設定が行われることになります。

指標の設定が合理的で明確でなければ、事業執行のチェック評価、すなわち施策の妥当性

や改善の必要性などを判断することが適切に行えなくなります。指標はＰＤＣＡサイクル

の軸の役割を担っているといえます。保健医療の分野における指標の種類としては、サー

ビスを提供する物的、人的資源及び組織体制をはかるストラクチャー指標、サービスを提

供する主体の活動や他の機関との連携体制を図るプロセス指標、サービスの結果を図るア

ウトカム指標の３つがあるとされています。これらは評価すべき内容や目的に応じて適切

に組み合わされることになります。指標の設定について市の考えを伺います。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、評価指標の設定についての市の考え方に

ついてお答えいたします。 

 第７期介護保険事業計画において、在宅医療手帳の利用者の割合、在宅みとりを希望す

る人の割合、在宅療養に関する相談件数をそれぞれ評価指標としております。これらはプ

ロセス指標にあたり、在宅医療、在宅介護に関する機関数などのストラクチャー指標と在

宅でのみとり数などのアウトカム指標も取り入れた指標の設定が今後必要と考えておりま

す。 
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 以上、お答えとします。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） こうしたプラン、計画がされた後の実行の過程に関しては残り６

つの事業項目が関係します。その後、それぞれの項目に沿って質問してまいります。切れ

目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築、推進について伺います。 

 安心安全の在宅での療養生活には、時間的に切れ目がなく、急変時にも夜間、休日を含

めた対応ができる医療体制が求められます。これには主治医と訪問看護ステーションによ

る連携体制や患者、利用者の急変時の診療医療機関の確保、さらには主治医、副主治医制

の導入などのさまざまな工夫、そして関係者の協力が必要であります。市はどのように切

れ目のない体制を構築していくお考えか、現状認識とあわせて伺います。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） 切れ目のない在宅医療・介護の提供体制の構築の現

状認識と構築の方法についてお答えいたします。 

 本市では、切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築を目指し、地域医療あり方検

討会で検討を進めているところでございます。また、守山野洲医師会主催の守山野洲医師

会在宅医療協議会に参加し、医師、訪問看護師、介護支援専門員などと連携方法について

協議しております。患者の急変時には後方支援病院機能として野洲病院をはじめとする医

療機関と診療所の連携が図られていますが、現状では十分に切れ目のない在宅での医療や

介護の提供体制が完全に構築されているとは言えない状況であるとも認識しております。

よって、市民が安心して在宅での療養生活が送れるよう、医師、訪問看護師、介護支援専

門員、病院などの連携体制の充実強化を推進していくよう努めてまいりたいと考えており

ます。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） 医療、介護関係者の研修について伺います。 

 歯科医師、薬剤師、ケアマネ、リハビリの専門職等が実際の在宅医療の現場を同時に訪

問し、その場で互いの方針について理解を深め合う同行訪問研修などは研修効果が高いと

されています。また、十分な在宅医療資源の確保のためにも在宅医の育成を目的とした研

修も必要であると考えられます。医療、介護関係者に対する研修について本市で実施して

きた実績及び今後の計画を伺います。 
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○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） 医療、介護関係者に対する研修について市で実施し

てきた実績及び今後の計画についてお答えいたします。 

 本市では、平成２６年度から地域あり方検討会の部会として２４時間訪問看護・介護検

討会を設置し、事例検討や在宅での医療処理についての研修会などを行っており、訪問看

護と訪問介護の相互理解を深める機会となっております。また、在宅ケア部会の事業とい

たしまして、野洲市医療・介護多職種交流会を開催し、医療、看護、介護などの在宅療養

に関わる多職種の連携強化を図っております。２４時間訪問看護・介護検討会、そして多

職種交流会とも今後引き続き継続して実施してまいる考えでございます。研修の企画運営

に関しましては、医師会、訪問看護ステーション、介護サービス事業所等と連携して進め

たいと考えております。 

 在宅医の育成を目的とした研修につきましては、県の事業として実施されていますので、

市内の医療機関の医師に研修の受講を勧めてまいりたいと考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） 地域住民への普及啓発について、最近では各種メディアでも終活、

ターミナルケア、みとりといった言葉を見聞きする機会がふえているように感じます。そ

れゆえ、本事業についての情報も今後ますます多くの市民から関心を持って受け入れられ

てくるものと考えます。時代や社会情勢と共に在宅医療に対する市民の意識や要望は変化

していくものと思います。市としてそれを敏感に捉え、的確に応えていくためにも、普及

啓発にとどまらず、双方向、あるいは多方向のコミュニケーションの充実が望まれます。

市の所見を伺います。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） 在宅医療に対する市民の意識に的確に応えていくた

めの普及啓発にとどまらない双方向、多方向のコミュニケーションの充実についての市の

見解についてお答えいたします。 

 在宅医療、在宅みとりに対する市民の理解を進めるためには、議員おっしゃいますよう

な一方的な講演会の聴講だけではなく、自治会等の会合に出向いての講座、いわゆる出前

講座等を開催いたしまして、市民の意識や要望を把握しつつ、理解を深めるような取り組

みをより積極的に行う必要があると考えております。 

 それと、１つ前の答弁で、私、「地域医療あり方検討会」を「地域あり方検討会」と、「医
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療」をちょっと飛ばして発言しましたので、修正の方をさせていただきます。 

 以上です。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） ありがとうございます。 

 情報システム、ＩＣＴの活用について伺います。 

 政策形成において、科学的な根拠となるエビデンスを活用し、効果的、効率的な政策運

営を目指すエビデンス・ベースド・ポリシー・メーキング（ＥＢＰＭ）という手法が注目

されています。ＩｏＴ等の技術革新により、あらゆる物やことがデータ化、情報化され、

ＥＢＰＭの可能性が大きく広がりいく時代にあって、在宅医療、介護の連携推進において

も、情報システム（ＩＣＴ）の有効活用は必要不可欠な要素であります。また、ＩＣＴは

関係者間の情報共有、コミュニケーションにおける重要な連携支援ツールとしても位置付

けられると考えます。ただし、利用するシステムの種類や機器によって、共有する情報項

目の取り扱う範囲が異なっていたり、共有情報の表示形式やデータ様式がばらばらで、互

換性がなければ全く使い勝手の悪い、意味のないものになってしまいます。必要なデータ

を有効的に活用し、共有することを可能にする共通基盤プラットフォームの整備が求めら

れます。 

 福岡市では、医療、介護に関するビッグデータの分析と医療、介護事業者間の情報共有

などを実現する、福岡市地域包括ケア情報プラットフォームの構築を進めており、本年度

以降に本格運用を開始する予定であると聞いています。これは市が保有する医療、介護関

連の各種データを集約するデータ集約システム、分析を行い医療、介護に関する地域ニー

ズや課題を見える化するデータ分析システム、要介護者に関する情報を家族や医療、介護

事業者などが共有できる在宅連携支援システム、市内の医療、介護、生活支援に関する最

新情報をウエブサイト上で提供する情報提供システムで構成されるとのことです。現在、

国においても、全ての電子レセプト等のデータを蓄積したナショナルデータベースのオー

プン化や地域包括ケア見える化システムなど、全国規模のシステム環境の整備が進められ

ています。 

 本市においては、こうした動向に沿った上での全体最適の視点や費用対効果、使いやす

さ等もよく勘案する必要があるでしょう。一方では、信頼性の高い連携を実現するため、

個人情報の適正な管理を確保すること、適正な情報セキュリティーレベルを確保すること

は重要な課題であり、その対応の強化も引き続き進めていかなければなりません。これら
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の点を踏まえて、最後に医療及び保健福祉分野における今後の情報システム、ＩＣＴの活

用についての市の所見を伺います。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、医療及び保健福祉分野における今後の情

報システム、ＩＣＴの活用についての市の所見についてお答えいたします。 

 在宅医療・介護連携推進における情報システム、ＩＣＴの活用は必要であると考えてお

ります。現在、滋賀県内では、在宅療養支援システム「びわ湖あさがおネット」が導入さ

れております。これは在宅医療等を利用する対象者情報を本人の同意のもとにシステムに

登録することで医師や訪問看護師、ケアマネジャー、薬剤師など、多職種の関係者が同時

に情報を共有することができるもので、スムーズな在宅支援を可能とするシステムである

と考えております。 

 本市においてもこのシステムが多くの医療機関で導入され、活用されることで多職種及

び多くの機関との連携がよく密に図られるよう、システムの利便性と効果などの周知、啓

発に取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） 丁寧な答弁、ありがとうございました。 

 次の項目の質問に移らせていただきます。 

 災害発生時における避難所運営についてお伺いします。 

 台風、大雨災害は全国各地に大規模な被害をもたらしました。災害発生時には災害対策

基本法等に基づき、予防、応急、復旧、復興というあらゆる局面に応じ、国と地方公共団

体の権限と責任が明確化されています。地域防災計画では防災体制の確立、防災事業の促

進、災害復旧の迅速、適切化等を定めており、さらに多様な災害発生に備え、地域防災マ

ニュアルや避難所運営マニュアル等を整備することになっています。 

 平成２８年岩手県岩泉町を中心に甚大な被害が出ました。岩手県内では２１人の死亡が

確認され、２人が行方不明となっています。高齢者施設の近くを流れる川が氾濫し、施設

内に水が流れて込んだため、入居者の男女９人の死亡が確認されました。高齢者施設のあ

った町役場東側地区には避難指示や勧告を出さなかったことにつき、町長は残念ながら油

断していた、申しわけないと謝罪しています。熊本地震や台風災害では一部自治体の避難

所運営に自治体職員が関わったことにより、災害対応に支障を来すケースがみられた、国
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や県との連携や支援の受け入れなど、自治体職員は特に初動期において多忙をきわめる、

この間に職員がさまざまな事情から避難所運営にあたってしまうと、被災者救助をはじめ、

災害復旧に重大な影響を及ぼしかねない。 

 そこで、野洲市の避難所運営について伺います。 

 １、避難所運営マニュアルが整備されていない自治体の場合、内閣府が公表している避

難所の良好な生活環境の確保に向けた取り組み方針には、市町村の避難所関係職員以外の

者でも避難所を立ち上げることができるようわかりやすい手引き、マニュアルの整備が必

要であるとなっている。近年の災害多発の状況に対し、避難所運営マニュアルの作成はど

のような取り組み状況かについて伺います。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） 議員の皆様、おはようございます。 

 それでは、津村議員の災害発生時における避難所運営についての１点目のご質問、避難

所運営マニュアルの作成についてお答えいたします。 

 市の避難所運営マニュアルにつきましては昨年度に作成しております。昨年度実施いた

しました野洲市地域防災計画修正及び野洲市国民保護計画更新業務の委託の中で業務の項

目の１つとして作成したものでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） 内閣府公表の避難所運営ガイドラインには、避難所生活は住民が

主体となって行うべきものとなっているが、災害発生時の避難所運営の流れはどのように

なっているか。とりわけ、初動期の避難所にあっては、地元住民の避難者が大半であるこ

とから、初期避難者の中から代表者を選び、避難所の運営組織をつくることになっている

が、どうなっているかを伺います。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、２点目の避難所運営の流れについてのご質問にお

答えいたします。 

 避難所運営の流れでございますが、まず担当職員を派遣して設置運営にあたります。そ

こでは、避難者名簿の作成や物資調達の手配と配布、学区連絡所、救護所との連絡調整を

行うなどして、安定した避難所の運営のための準備作業を行います。 

 また、あわせまして、避難所における避難者の対応や要配慮者の援護と支援の手配を進
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めて、発生後の応急的な対応が落ちついてきた段階、この段階の目標は２４時間から４８

時間でございますが、この段階でボランティアの登録と配置による住民主体の避難所の運

営となるよう進める手順となっております。 

 また、避難者による避難所の運営組織についてでございますが、昨年度、もう開催して

おりますが、自主防災組織等リーダー研修会におきまして、事前に避難者の中からリーダ

ーを選定して、自主的な避難所の運営となるように進めているところでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） 内閣府の避難所の良好な生活環境の確保に向けた取り組み方針に

は、地域住民も参加する訓練を実施することとなっていますが、避難所運営マニュアルに

基づく避難所設営の訓練の実施状況を伺います。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、３点目の避難所運営の訓練の実施状況についてお

答えいたします。 

 昨年度ですが、例年開催の総合防災訓練を一旦休止いたしまして、第３回目の自主防災

組織等リーダー研修会として、熊本地震でも課題となりました避難所の適正な開設、運営

を目的とした研修会を市内の学校を２つに分けて実施しております。ここでは、自治会の

自主防災組織等リーダーをはじめまして、市内の小中学校、県立高校の教職員、また野洲

高校の学生の皆さん、消防団、市社会福祉協議会の職員、市職員など、避難所の開設、運

営に関わる各種団体に参加をいただいておりまして、８月２０日、２７日の日曜日の２日

間で２６６名の参加をいただいております。 

 研修会の中では、講義だけではなく、ワークショップ形式で住民主体での避難所の設営、

運営として、施設の空間設定、間取りでありますね、それとその使用方法、入所時の注意

点、またトイレの利用方法など、自ら考えていただく研修として、また避難者の中からリ

ーダーの選定を行うということで、避難者同士が協力して自主的に運営し、行政と共にそ

れぞれが助け合い、役割を担う共助の考え方、これについて情報共有をいただけたものと

考えております。参加者、関係者の皆様からは大変好評をいただいておりまして、今年度

も引き続き同様の研修会を８月１９日と２６日の日曜日に市の総合防災センターにおいて

開催する予定でございます。今回、作成した避難所の運営マニュアルに基づき、避難所の

住民主体による運営の考え方の浸透を図る予定でございます。 
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 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） 熊本地震では最大１日１，４００名を超える他の自治体職員の派

遣を受け入れて、内閣府の避難所運営等の基本方針によると、被災者ニーズの把握や他の

地方公共団体等からの応援及びボランティア等の応援団体の派遣、調整等をする避難所支

援班を組織しとあるが、野洲市では避難所支援班はどのように組織され、災害時にはどの

ような動きとなるかを伺います。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、４点目のご質問の避難所支援班についてお答えい

たします。 

 避難所支援班につきましては、本市の場合、市の地域防災計画の防災組織整備計画に基

づき組織いたします福祉班において、ボランティアの受け入れ、配置及び関係団体との連

絡調整を行うこととなります。多数のボランティアが必要となる場合は、市社会福祉協議

会に市災害ボランティアセンターを設置いたしまして、社会福祉協議会を中心にボランテ

ィアに関する情報提供や相談、登録を行うこととなります。 

 なお、この運営は市社会福祉協議会と市の災害対策本部とが連携してボランティアの必

要性、支援の業務の内容、受け付け場所、受け入れ体制などについて県災害ボランティア

センターとの緊密な関係のもと、効果的な活動を実施することとしております。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） 平成２８年の台風１０号で被災した岩手県岩泉町では、避難所運

営マニュアルが整備されていたにもかかわらず、役場職員が初動期の避難所運営に携わっ

た、このことは円滑な災害対応に影響を及ぼしかねないことであり、野洲市においてもマ

ニュアルにある災害発生時の職員の動きを再度点検し、住民の安全確保を期すべきと思い

ますが、見解を伺います。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、５点目のご質問の災害発生時での職員の動きにつ

いてのご質問でございますが、災害時において、避難所の運営主体として多数の市職員が

携わることで災害対応に遅延が生じることのないよう、自主防災組織リーダーを主体とし

た研修会を継続して実施いたします。また、点検につきましては、災害対応等の業務を適
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切に実施し、市民の安全確保を行うため、昨年度から非常時の執行体制や対応手順を定め

る業務継続計画の策定に取り組んでおります。今年度は、昨年度特定した非常時に優先す

べき業務、これについて市の内部の組織として策定委員会を設置いたしまして、各担当部

署において、業務着手の目標時期、必要人数、課題、対応策等を集中的に協議、検討し、

今年度末には業務継続計画を作成する予定としております。また、次年度以降、業務継続

計画に基づく具体的な業務の取り組み手順を定めた災害時初動マニュアルの作成を行い、

災害時に迅速な対応ができるよう進めたいと考えております。 

 それと、先ほど４点目のご質問の避難所支援班のお答えのなかで、ボランティアの必要

数を必要性と間違えて申しましたので訂正させていただきます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） ありがとうございます。 

 じゃ、最後の３項目の認知症サポーターについて伺います。 

 認知症サポーターの必要性は、私は本当に大事であると思っているんですけども、警察

庁の統計によると、認知症が原因で行方不明になった方が２０１６年には１万５，４３２

人となり、１２年統計開始から４年連続でふえている、近年もふえているというふうに推

測されます。過去最多を更新し続けています。県内でも認知症やその疑いにより、毎年約

１００件の行方不明人届が提出されています。愛知県の大府市では、２００７年、認知症

で徘徊中の当時、９１歳男性が列車にはねられて死亡した事故をめぐり、ＪＲ東海が家族

に損害賠償を求めた訴訟もありました。この場合、最高裁は介護家族には責任はないと判

断を下しましたが、見守りの強化は事故を未然に防ぎ、本人や家族が安心して暮らせる地

域づくりを狙いとしています。 

 私も党として１００万人訪問調査アンケートを実施しています。１００人以上の方と、

特に介護の問題、また子育て、中小企業、そして４項目にわたってアンケートを実施して

まいりましたけども、特に介護の問題については切実な声が聞かれました。今年の２月に

隣接する市に住まわれる介護家族のお父さんがおられて、市の方には何度も何とかしてほ

しいというふうに申し出たのですが、対策はとられず、２月に夜中に徘徊して、畑の端で、

土手というところで夜中に凍死するということが起きて、その娘さんが野洲市に住んでい

るわけですけども、「お父さんは国に殺された」とおっしゃっていました。そういうことで、

私はそういうことはあってはならない。また、野洲市においても踏切があります。非常に
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認知症の方が出歩いて、事故に遭わないとは言えません。 

 そういう意味で、私はこの認知症サポーターが国として、今年３月で１０００万人を超

えました。このサポーターは２００５年度に厚生労働省が創設したボランティア制度であ

ります。自治体や企業などが実施する無料の養成講座を受ければ資格を得ることができま

す。さらに、本人への接し方で心がけたいポイントなどを学べます。サポーターにはオレ

ンジリングが渡されます。これは認知症の人を応援しますとの意思を示す目印であります。

地域や職場などに認知症の人や家族がいれば、具体的な援助ができなくても、まずは温か

い目で見守っていくことが期待されています。厚労省によると、団塊の世代の全員が７５

歳以上となる２０２５年には認知症の人数が７００万人に達すると想定されています。こ

うした中、政府はサポーターを２０２０年度末までに１２００万人養成することを目指し

ています。 

 そこで伺います。１つ目に野洲市内に認知症の方は何人おられるか、伺います。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、津村議員の認知症サポーターについての

ご質問の中の１点目、野洲市内の認知症の方の人数についてお答えいたします。 

 本市における認知症の方の実数把握についてはできておりません。我が国における認知

症の方の数は２０１２年の約４６２万人、６５歳以上の高齢者の約７人の１人と推計され

ていますことから、野洲市の人口に計算いたしますと６５歳以上で認知症の方は１，８４

８人と推計されます。 

 認知症につきましては、６５歳未満の若年認知症の方もおられますので、若年認知症は

１８歳から６４歳の人口１０万人当たり４７人と発症率がされておりますので、野洲市に

計算しますと１４人と推計されます。よって、野洲には合わせて１，８６２人の認知症の

方がおられると推計しております。 

 以上、お答えとします。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） 認知症の人が尊厳を保ち、暮らせる社会を目指していかなければ

なりません。認知症サポーターは何人おられるかを伺います。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、２点目の野洲市内の認知症サポーターの

人数についてお答えいたします。 
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 本市の認知症サポーター養成講座受講者数は、平成１９年度から平成２９年度までにお

いて延べ３，９４２人でございます。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） この数字が多いか少ないかは判断しかねるんですけども、地域に

よってはキッズサポーター、いわゆる小中高校生、学生等、そういう方々にもサポーター

になっていただいているんですけども、そういう取り組みを今後、市としては考えておら

れませんでしょうか。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまの例示で挙げましたキッズサポーター等の

関係でございますけれども、昨年の実績でも、いわゆる地域で認知症サポーター養成講座、

地域の取り組みだけではなく、例えば学校で野洲小学校の４年生を対象にしたりとか、あ

るいは別では北野小学校の４年生を対象にして、この講座の開催の方をさせていただいて

おります。そのようなことから、キッズ、名称は別にいたしまして、小さいお子様につい

ても、この認知症のことについての認識について学ぶ機会というのは提供できているかと、

そのように思っております。 

 以上、お答えとします。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） ありがとうございます。 

 さらに幅広いキッズサポーターを要望したいと思います。 

 続けて、最後の質問になりますが、市の職員の方は認知症サポーター、何人おられるか

を伺います。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ３点目の市の職員の中での認知症サポーターの数に

ついてお答えいたします。 

 市職員の認知症サポーター養成講座受講者数は延べ１６５人でございます。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 津村俊二議員。 

○７番（津村俊二君） じゃ、全員ではないということでありますね。ぜひとも私も含め

て認知症になる可能性はあるわけですけども、認知症になっても自分らしく最後まで人と
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して生きられるそういうまちづくり、またそういう社会を目指して、また執行部の皆さん

も共にそういうご尽力いただけるようお願いして、私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。 

○議長（矢野隆行君） 次に、通告第９号、第４番、橋俊明議員。 

○４番（橋 俊明君） 第４番、橋俊明でございます。 

 質問に入ります前に、本日のニュースを見ていますと、いよいよワールドカップが開幕

をいたしました。今回のロシアワールドカップにつきまして、日本の、いわゆるチームに

対しまして、余りよい印象はなかった。といいますのは、監督が交代をしたり、練習試合

では連敗をしたりと、この暗い雰囲気を打ち破ってくれたのが乾選手であります。彼は野

洲高校出身でございまして、野洲高校２年のときに全国大会で優勝をいたしました。当時、

私もまだ現役でございましたので、東京から帰ってきたときに、今の別館の方から小劇場

までパレードをされた。そのときに、私は先頭で横断幕の旗を持っておりましたので、こ

れも何かの縁でございますので、乾選手に頑張っていただきまして、野洲市のイメージア

ップを図っていただきたいなと強く感じたところでございます。 

 一方では、国内のスポーツに目を向けますと、最近話題になっているのはアメリカンフ

ットボールの危険なタックル問題でございます。このどちらかというと恐らく対応に対し

まして、やはり今、大学本部の組織のあり方自体が問われているということもございます

ので、そのためにマスコミではうみを出し切らなければならないということも力説をされ

ていますので、私もそういった意味で少しでも野洲市の、いろんな意味でまだうみを出し

切らなければならないことがあると思っておりますので、そういったものにも力を注いで

まいりたいと思っている今日このごろでございます。 

 それでは、質問に入らせていただきますけども、１点だけ修正をさせていただきたいと

思います。私の１点目の質問の課題案件の歴史を確認し、次に備えるについての１番目の

穴田川の上流の点の質問でございますけども、この中に穴田川の上流、ＪＲの横断部の「上

流部」と書いていますけども、これは「下流部」の修正でございますので、よろしくお願

いをしたいと思います。これにつきましては、都市建設部の三上部長には事前に通告をさ

せていただいておりますので、答弁には支障がないというふうに考えております。 

○議長（矢野隆行君） 了解しました。 

○４番（橋 俊明君） それでは、質問に入らせていただきます。 

 いかなるどの事業につきましても、過去のさまざまな経緯と呼ぶべきか、歴史と呼ぶべ
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きか、そういったものがございまして、現在の状況に至っております。その歴史、経緯を

きちっと確認、点検して、現状ではこのような課題があり、課題解決に向けて、次に備え

る策を考え出すという、このような工程となります。市会議員として、地域の地理的条件

や歴史的条件に関する要望もあります。すぐに課題解決、結論を求めることになりがちで

すが、過去の経緯を押さえた上での一定の整理が必要であると強く感じるところでありま

す。今回、このような観点で２つの事象につきまして、過去の歴史、経緯をまず確認させ

ていただき、次に備える方策を導き出されてはと考えております。 

 ちなみに、昨日の一般質問で工藤議員の野洲小学校のプールの質問に関しましても、市

長も歴史を押さえてということを答弁されておりましたので、そこら辺は認識は同じだな

というふうに感じたところでございます。 

 まず１点目は、穴田川でございます。この穴田川は入町池を水源として流れる排水河川

であります。この入町池には大篠原地先の国道８号北側の鷺坪の排水が流れております。

その鷺坪地先の水源は国道８号、山手の平家終えんの地でもよく出てまいります蛙鳴かず

の池であります。新クリセンターに右折する大篠原北交差点の東南にあるのがこの蛙鳴か

ずの池であります。この穴田川は入町の圃場整備水田を流れ、篠原駅から３５０メートル

野洲駅寄りの地点でＪＲ琵琶湖線を横断し、篠原駅前団地を経由いたしまして、現在の野

洲養護学校横を流れ、小南地先で日野川と光善寺川が合流する少し上流に日野川に流れる

河川であります。 

 まず、入町と小南の水害にまつわる歴史を確認させていただきます。入町の先人たちは

江戸時代から日野川と光善寺川の洪水から郷土を守ることに重きを置いていたことが地域

で語り継がれております。特に昭和３４年８月１４日、お盆に襲来した台風７号により、

東海道本線日野川鉄橋上流１００メートルの左岸堤防が決壊、近江八幡市の安養寺町と入

町の水田が水没し、入町の家屋の一部も浸水いたしました。 

 翌月の９月２６日、深夜の台風１５号、これは後に伊勢湾台風と呼ばれるものでござい

ますけども、伊勢湾を北上し、愛知県を含む伊勢湾地域に過去に例を見ない高潮で被害を

もたらし、琵琶湖周辺にも大洪水被害をもたらしました。仮修復中の日野川堤防も再決壊

し、新田地域の床上浸水家屋は１３戸、入町地域に２戸、この入町地域は現在のもう少し

国道側のところでございますけども、小南地先の２戸と思われます。合計１５戸の浸水被

害が発生いたしました。洪水対策の歴史は、小南地先の大貝地域から押し寄せる濁水をせ

きとめる堤防土が今も新田西地域の竹やぶに残されているそうであります。このことは洪
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水で日野川の水位が上がり、光善寺川や穴田川を逆流し、入町地先まで押し寄せてきたこ

とを物語っております。地理的条件から入町の東では日野川の脅威があり、また西では光

善寺川や穴田川の脅威がありました。 

 こうした洪水の恐怖と闘う経験から、昭和３５年の東海道新幹線建設時には当時の国鉄

より提案された築堤式軌道、いわゆる盛り土方式の軌道に反対をされ、洪水になっても流

下能力にすぐれる対策として、橋梁式軌道、現在のコンクリートによる橋梁式を条件に農

地提供されたと入町の諸先輩から聞き及んでおります。 

 一方、小南も同様に、小南の歴史は水防と水利の歴史であったと伝承されております。

地利的には入町と同様に小南が東側に日野川、光善寺川、西側は家棟川の３川に囲まれた

低地にあり、３川とも天井川化しておりました。台風や洪水になれば、小南が一丸となっ

て河原に土を入れた土のうによる堤防補強などの水防活動に奔走し、一方で田地の用水を

潤すため、干ばつになれば、水利の確保に奔走する。日野川の対岸の近江八幡市小田町、

江頭町、十王町や隣接の高木との伏樋、いわゆる用水確保の争いごとや家棟川での王北

村との川ざらいに関する争いごとが明治２８年に建立をされました小南堤碑、これは日野

川堤防改修記念顕彰碑に刻まれております。 

 特に水害は長雨が続くと野洲平野では最も低い地となります小南は、日野川堤防に遮ら

れ、水はけが悪く、平地の冠水は何日も続き、その間の作業収穫は皆無で、当時の生活は

今日の比べて格段に低く、その上、現在のような農業共済のような補償制度もなく、為政

者の施しを受けるだけで時には想像を絶する飢餓状態に陥ったこともあったと小南の資料

には悲惨な水害の状況がつづられております。 

 特に先ほど入町の歴史でも触れました昭和３４年の伊勢湾台風の日野川堤防決壊による

被災の体験は、今も小南自治会の防災訓練の精力的な取り組みとして伝承されておりまし

て、今後も防災に対するそのＤＮＡは次世代に引き継がれるものと確信をいたしておりま

す。 

 先ほども述べました顕彰碑につきましては、日野川と光善寺川、穴田川の合流地点に建

立されており、今、現場に立ちますと、日野川は暫定断面で改良をいたしまして、光善寺

川も堤防寄りの漏水場所も県の施工による修理、修繕工事が済み、治水安全度は徐々に高

まりつつありますが、治水の安全を図ることにつきましては、篠原学区の長年の悲願であ

ります。昔、小南池、別名大貝池とも呼ばれた池がございまして、現在、野洲養護学校敷

地になっております。昔の面影はありませんが、この大貝池は周囲４０１メートル、堤防
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の高さ５メートル、最大水深４メートル、面積４．０３町歩、貯水量８万５，５００立米、

灌漑面積３３町歩で江戸中期に築かれたと記録されております。この池も近年は市外から

比較的近いという立地条件から宅地造成地として最終的には滋賀県住宅供給公社が買い取

りましたが、排水対策に課題があるために分譲まで至らなかったもので、現在は野洲擁護

学校に至ったものであります。こういった歴史、経緯が、日野川や今回、案件とする穴田

川を取り巻く地域の状況であります。 

 こうした現状を踏まえてお尋ねをさせていただきます。 

 まず、１点目でございます。先ほど訂正させていただきました。ちょっと言葉だけじゃ

わかりませんで。もうちょっと近寄ってもらえますか。ちょっとタブレットではございま

せん。ちょっと画像が悪いかな。悪いな。わかりにくいな。もうこれ以上近付けませんね。

皆さんには説明させていただきます。これがＪＲの敷地、上が通っておりますけども、篠

原駅から３５０メートル野洲駅寄りにある排水でございます。これは下流から上流に向か

って。先ほど訂正させていただきました。こちらが下流になりますけども、向こうは入町

地先、こちらは今のところは高木地先、現在はここが開発によります公園になっておりま

すけども、その門扉が付けられておりますけども、その扉が付けられた目的とこの扉の管

理者を問うものであります。 

○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） 議員の皆様、おはようございます。 

 それでは、橋議員の課題案件の経緯（歴史）を確認し、次に備えるについての穴田川に

ついての１点目のご質問にお答えをさせていただきます。 

 議員からご質問をいただきましたＪＲ横断部にございます観音開きの鉄製の扉でござい

ますけれども、これに係ります経緯並びに管理者に関しましては、残念ながら記録の方に

つきましては、ちょっと見当たらなかったというふうなことでございます。地元の方にお

聞きをいたしましたところ、恐らく昭和３４年、先ほど申していただきました伊勢湾台風

のその後に日野川の逆流を防止するために設置されたものではないかといったことでお聞

きをしております。近年では下流部に樋門が完成されたということもございまして、この

扉が使用された形跡はなく、現在は扉は開かれたままという状況になってございます。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 橋俊明議員。 

○４番（橋 俊明君） 今回の質問に関しまして、なぜ写真を持ってきたかと申しますと、
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なかなか、こういったことを言ったら失礼ですけども、やっぱり野洲の端にございますの

で、なかなか皆さんも地理的な情報が非常に少ないかなと思いまして、ただ今回、答弁を

いただきました今の部長につきましては、隣接の近江八幡市の安養寺地先でございますの

で、恐らくこの辺の状況につきましては、地理的に明るいと思いますけども、今、答弁に

もありましたとおり、ちょうどこの現場から申しますと、右側に日野川がある、左側に光

善寺川がある。伊勢湾台風などによりまして、恐らく大貝地先は、私も諸先輩からいろい

ろな話を聞きました、非常に危険な状況、もう水が浮いた状況である。日野川から越水を

する、この状況でいうと、右側から日野川の状況は越水が来る、水があふれてくる。こち

らから、左側からいいますと、光善寺川の水があふれてくる非常に危険な状況であると。

そして、上流からも水が流れてくる。こんな状況でこの樋門が設置をされた。 

 本来ですと、上流に樋門を設置するのがあれでございますけども、今、答弁がありまし

たように、下流から逆流を阻止するためにこの樋門が設置をされたということも私も確認

をさせていただきました。 

 この樋門は、以前は堰板で設置されたそうでございますけども、堰板を積んでいくとい

うような状況であったそうでございますけども、樋門の開閉も非常に危険でございますけ

ども、堰板を設置する、これはもう一つ危険でございますので、体を張った作業になりま

すので、そういったことも考慮されて、この樋門が設置されたというふうに確認をさせて

いただきました。この開閉式の樋門、これがみそやと県の方が言っておられました。逆流

を阻止する、上流を調整する、流れてくるやつを。それをこの確保によって調整する。こ

れが樋門にとって当時は非常に大きな役割になったというふうに聞いておりますけども、

今、答弁にもありましたとおり、もう今は、後で質問します、大貝の樋門ができましたの

で、役目はほとんど終えたということになりますので、この樋門は今では歴史的遺産に洪

水の歴史を物語る遺産になりつつありますので、恐らくこれが今後も利用されることはな

いことを祈っておりますけども、これを利用するということになれば、恐らく市内のどの

場所も非常事態箇所、非常事態になってきますので、そういうことがないことを祈ってお

ります。 

 それでは、２点目でございます。 

 これも写真を撮ってまいりました。執行部の方が生かしていただければいいと思うんで

すけども、途中でまたインターネットでまた確認していただきたいと思うんですけども、

これが穴田川になります。こちらが光善寺川、こちら側に日野川が合流をしていく。その
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手前に樋門があるわけですけどね。大貝の水門があるわけでございますけども、この樋門

が設置された目的と樋門の管理者を問います。 

○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） ２点目の穴田川が日野川に合流する手前にございます樋

門、これが設置された目的と管理者についてお答えをいたします。 

 本樋門につきましては、大貝地区の用水の確保及び日野川からの逆水防止を目的に設置

されたものでございます。現在、小南自治会が管理をされております。 

 なお、この設置時期につきましては、これも地元の方にお聞きをしたわけでございます

けれども、昭和５６年竣工の県営野洲地区圃場整備事業、小南工区で設置されたものと思

われるということでございました。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 橋俊明議員。 

○４番（橋 俊明君） 続いて、３点目でございますけども、日野川の堤防にもこのよう

な樋門がございますので、樋門が設置された目的と樋門の管理者を問います。 

○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） ３点目の日野川の堤防に設置されている樋門が設置され

た目的と管理者でございますが、本樋門につきましては、小南地先におきまして、出水時

における内水被害の防止及び日野川からの逆流の防止を目的に設置されたものでございま

して、滋賀県によりまして、平成２２年度から２３年度にかけて施工されたものでござい

ます。 

 管理者につきましては、滋賀県から野洲市へ引き継ぎが行われた後に平成２３年６月１

日付で市と小南自治会との間で維持管理協定が締結をされておりまして、現在、小南自治

会が管理をされているという状況でございます。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 橋俊明議員。 

○４番（橋 俊明君） そういった目的で、この逆水を防止するためにこの樋門なり、日

野川の樋門並びに大貝の樋門が設置されたものでございます。この樋門が設置された状況

でございますけども、昨年の台風の際の穴田川の状況はどうであったか、また近年で水害

被害が大きかった平成２５年９月の台風１８号の被害状況はどうであったかをお尋ねいた

します。 
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○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） ４点目の昨年の台風の際の穴田川の状況と平成２５年９

月の台風１８号の被害状況についてお答えをいたします。 

 まず、平成２５年の台風１８号襲来時点でのそのときの現場の状況につきましては、確

認をしておりませんけれども、台風が通過しました後、穴田川下流部の野洲養護学校裏手

の農道や水田に切りわらが堆積をしておりましたことから、大貝地区一帯が冠水したもの

と推測がされます。 

 また、昨年１０月の台風２１号でございますが、平成２５年の台風１８号ほどではござ

いませんでしたが、台風通過後は同じような状態でありましたことから、同様に大貝地区

一帯が冠水したものと推測をされます。 

 なお、いずれも民間等への被害は確認はされておりません。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 橋俊明議員。 

○４番（橋 俊明君） 平成２５年９月の台風１８号では確認されなかった。これも後ほ

ど触れますけども、いわゆるそこまで確認を、人員を派遣する余裕がなかったというのが

現状でございまして、この点につきましては、また後ほど入町山ところで触れさせていた

だきます。 

 同じくこのような現状でありますので、次にどのようにつなげるのかであります。そこ

で、この穴田川は入町地先から野洲市公共下水道基本計画において、整備予定水路として

位置付けされております。この整備予定の今後の見通しを問います。 

○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） それでは、５点目の穴田川の整備予定の今後の見通しに

つきまして、お答えを申し上げます。 

 縷々述べていただきましたように、普通河川穴田川につきましては、こういった状況が

ございますので、本市の公共下水道雨水基本計画において、日野川１号雨水幹線として位

置付けがされているところでございます。ただ、整備につきましては、市域全体の優先度

を見極めまして対応してまいりたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 橋俊明議員。 

○４番（橋 俊明君） 市域の優先度を見極める、これは当然でございますので、河川の
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整備につきましては、当然、立地状況並びに被害状況、または滞水状況、あらゆる条件を

考慮しながら優先度が決定されますので、今後も整備に向けて安全度を高めていただくこ

とをお願いいたしまして、次に入町山の質問に移らさせていただきます。 

 次、２点目は入町の現在岩石採取されております入町山の問題であります。この土地は

野洲市入町字上野山２４番２他４５筆でありまして、最近、入町のコンビニの裏手の山が

茶色になっている、どうなっているのかという質問を受けます。入町山につきましては、

各所有者が今から３０年前に民間業者に売り渡しをされ、当時はゴルフの練習場を整備さ

れるという情報でありました。また、竜王町鏡地先も近接しておりまして、これには神社

もあることから竜王町は反対されていたという情報がございました。竜王は今も反対され

ております。その後、現在の所有者が岩石採取する目的で取得されております。この削り

取られた山肌は遠くからでも目を引き、地域の者として一番心配するのは土砂災害であり

ます。 

 近年で降雨量も多く、災害も大きかったのは先ほども述べました平成２５年９月の台風

１８号であります。当時は、私は市の職員で退職する半年前の災害でございまして、妓王

井川の流下能力を超え野洲駅広場が冠水するので、パニック状態でありました。対策本部

設置のために夜中に招集されましたが、そのとき既に栗東市で土砂崩れが発生し、死者が

出たことで出動していた職員は張り詰めた重たい雰囲気であったことが鮮明に脳裏に残っ

ております。そのとき、この入町山北面で２カ所土砂崩れが発生をいたしました。大篠原

の山奥でも土砂崩れが発生いたしましたが、幸いに人家等に影響に及ぶためということで

今も対応されていない状況であります。土砂災害につきましては、当時では妙光寺山も被

害があり、人家等にも影響を及ぼすことから復旧作業がなされ、また市内の洪水が危険な

状況にあったことから、それらの対応を最優先させたものであります。 

 このような入町山の状況でございますが、次のことをお尋ねさせていただきます。１点

目、茶色くなっているのは木々が伐採されたためでございますが、これから梅雨や台風を

控えて、山肌が弱くなり、市道もございます。安全性は大丈夫か、業者への安全指導がな

されているのかを問います。 

○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） それでは、入町山の砕石採取事業に係ります１点目でご

ざいます。安全性と業者への安全指導につきまして、お答えをさせていただきます。 

 入町山につきましては、当該事業者は平成３０年１月２４日に採石採取を目的とした岩
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石の採取計画の認可と砂防指定地内行為、そして林地開発行為につきまして、適正な手続

を経まして、滋賀県から許可を受けておられるものでございます。山林の伐採につきまし

ては、平成３０年４月２日から４月２１日にかけまして行われておりまして、伐採部は切

り株を残して行われております。 

 それぞれの許可にあたりましては、計画的に採取し、災害及び公害の防止に万全を期す

こと。また、土砂災害の発生が懸念される場合は直ちに行為を中止し、災害の防止のため、

処置を行うこと。施工中にあたっては、調整池、沈砂池等の砂防施設の設置を先行し、切

り土、盛り土、または捨て土、こういったものを下流に対する安全を確認すること。万一

災害が発生した場合、適切な処置を講じると共に遅延なく知事に届け出ることなど、許可

条件が事細かく付けられておりまして、安全に対する指導が行われているところでござい

ます。 

 また、許可条件に基づきまして、適正に事業が行われていることを確認するために滋賀

県南部土木事務所は事業者に年に１回、これは３月末時点の跡地の緑化状況と土砂の搬出

状況の報告書でございますが、これを４月に提出するように求めております。滋賀県西部

南部森林整備事務所におきましては、４月末と８月末の２回、同様に計画に対します実施

状況の報告書の提出を事業者に求めております。さらに、近畿経済産業局におきましては、

災害を防止することを目的に報告書の提出を年１回求めておりまして、事業の確認がなさ

れているところでございます。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 橋俊明議員。 

○４番（橋 俊明君） ありがとうございます。 

 年に１回、南部土木により確認していただいている。そして森林管理署、いわゆる森林

の管理者の方にもきちっと現場を管理していただくということでございますので、今後も

勧奨を進めていただきたいなと思っております。 

 一方で、土砂が見えているところにつきましても、土砂崩れの危険性が高いと思われま

す。安全性は大丈夫か、近隣住民への生活に影響は出ないのかを問います。 

○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） ２点目の土砂が見えているところの安全性、近隣住民へ

の生活の影響についてお答えいたします。 

 １点目でお答えさせていただきましたとおり、滋賀県などが安全対策についてきちっと
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指導をいただいているというふうな状況でございます。加えまして、市といたしましても、

危険な区域であるということから、パトロールなどによりまして、豪雨、台風の災害に備

えた安全性の確認をしてまいりたいというふうに考えております。 

 また、台風等によりまして、万が一土砂災害の危険性がある場合、近隣の住民の方々へ

は早目に避難準備、あるいは高齢者等避難開始などの情報を発令させていただきまして、

避難を始めていただくことを促すことで、近隣の皆さんの安全確保に努めてまいりたいと

いうふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 橋俊明議員。 

○４番（橋 俊明君） 答弁いただきました。先日もテレビの放映を見ておりますと、奈

良県の方で土砂採取地、その隣接の茶畑から放映されていましたけども、非常に土砂採取

が進みまして、非常に危険な状態、高いところから茶畑をされている。もう鋭角で切り取

られた斜面の横で作業されていたということも放映されておりました。これにつきまして

は、テレビを見ていますと、奈良県の方が指導が入っているようでございますけども、そ

ういった安全性を今後も念を押しておきたいなと思っております。 

 入町自治会につきましては、今後もこのまま危険な状態が続き、心配のもととなります

ことから、業者と協定書を締結して、自治会員の安全を確保したいと主張されております。

そこで、この協定書の内容の件につきましては、専門的な知識も必要なことから、市の担

当者に協力要請をしたいが、応じていただくかどうかを問います。 

○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） ３点目の協力要請でございますけれども、自治会の方か

ら協力のご要請をいただくということになりましたら、当然のことながら、市といたしま

して、できることは協力をさせていただくというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 橋俊明議員。 

○４番（橋 俊明君） ありがとうございます。 

 この入町山につきましては、入町自治会並びに今、篠原学区としても課題案件でござい

ますので、この協定がまず安全を確保する第一歩となりますので、今後も協力的な支援を

お願いをしておきたいと思います。 

 それでは、次の質問に、２点目でございますけども、ナンバー２の児童の安全対策につ
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いてお尋ねをさせていただきます。 

 今年新潟市で発生をいたしました小学校２年児童への殺人事件は、全国に大きな衝撃を

与えました。殺された児童は自宅まであとわずかのところで行方不明になり、その後、電

車にはねられました。その後のニュースでは、はねられる前に首を絞められ殺された可能

性が高いという当時のニュースでございます。そのショッキングな内容が全国の人々に大

きな不安をあおりました。そして、逮捕された犯人は近所に住む２３歳の男でございまし

た。この事件はほんのわずかな目の届かないところ、盲点は犯人を狙っているという犯罪

者の心理を物語っております。 

 そこで１点目でございますが、この事件から得られた野洲市の改善すべき点等を教育長

にお尋ねをいたします。 

○議長（矢野隆行君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 改めまして、議員の皆様、おはようございます。 

 橋議員の児童の安全対策についての１つ目のご質問、改善すべき本市のポイントについ

てお答えをいたします。 

 本市では、全ての小学校で児童の地区別集団登下校を、また大きな学校につきましては

学年下校などを、複数の登下校に努めております。また、大変たくさんのスクールガード

の皆さんや保護者さんによる見守り活動も行っていただいております。そして、不審者事

案がありました場合は緊急配信メールというふうなのによりまして、登録いただいており

ます、大体８割から９割ぐらいの方ですが、保護者さんや、それからスクールガードさん

などに迅速に情報提供を図って見守り体制を強化していただいているという、こういう状

況でございます。 

 しかし、先ほど橋議員のお話のように、自宅のすぐ近くとか、そういうところまで常に

複数で行動する、下校するということは非常に難しいのが現状でございます。本市としま

しては、改善すべきポイントは２つというふうに捉えております。 

 まず１つ目は、やはり１番目は地域の見守り体制をさらに強化すること。大変難しいで

すが、新たなスクールガードさんの登録を積極的にお願いして、見守り活動の充実を図る

ということでございます。 

 ２つ目は、子ども自身の危機回避能力を育成することにあるというふうに考えておりま

す。既に各学校では、主に小学校ですが、交番や派出所の警察官の協力を得ながら、防犯

安全教育を毎年行っております。しかし、その教育内容やその方法につきましても、いま
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一度見直して、自分の命は自分で守るという、そういう意識のもとでさらなるこの教育指

導方法の中身を考えていきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 橋俊明議員。 

○４番（橋 俊明君） ありがとうございました。 

 今、まさしく教育長の述べられたとおり、やっぱり対策といたしましては、見守りの支

えを強化していく、今現在、スクールガードをはじめ、ボランティアの方が懸命に地域の

子どもは地域の者が守るんだという強い正義感に守られておりますので、今後も対策の強

化をお願いすると共に、そういった子どもに対しましては、危機回避能力を育成するとい

うことも当然これは必要でございますので、それは取り組みを委員会の方できちっとお願

いをしておきたいなと思っております。 

 次に、２点目でございますけども、今回の事件でテレビ放映もされておりましたけども、

その中の課題といたしまして、今申し上げましたとおり、ボランティアのスクール見守り

隊の高齢化が上げられておりました。先ほどの教育長の答弁にも少し触れられておりまし

たけども、野洲市の現状と対応策をお尋ねいたします。 

○議長（矢野隆行君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） ２点目の現状と対応策についてお答えします。 

 本市では、スクールガードの登録者数は、地域の皆さんや保護者さんなど、約７００名

というふうになっております。日常的に見守り活動をしてくださっているのは、この中で

も仕事を定年退職されて間もない方とか、あるいは時間的に余裕のある方ですので、この

７００名丸々の皆さんというわけにはいっておりません。ただ、近隣市を見てみますと、

本市は結構要所要所にスクールガードさん、あるいは地域の皆さんが立っていただいてい

る、そういう現状は非常に顕著に見られるのかなというふうに思って喜んでおります。た

だ、固定化とか、あるいは高齢化によります引退とかありますので、今後の対策としまし

ては、防犯、あるいは安全に関するさまざまな会議がありますけれども、そういうところ、

あるいは青少年育成会議とか自治会等を通じまして、地域や保護者の皆さんに呼びかけて、

さらにそのスクールガードへの登録の呼びかけを行っていけたらというふうに思っており

ます。立っていただいているということ、誰かの目があるということが防犯につながると

いうふうに考えておりますので、積極的に見守っていただけるような体制を進めていけた

らというふうに考えております。 
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 以上です。 

○議長（矢野隆行君） 橋俊明議員。 

○４番（橋 俊明君） まさしく今、教育長が言われたとおり、こういった熱心なボラン

ティアを育成することによりまして、今後あのような事件が起こらないように今後もお力

をいただきたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 最後に、次の質問でございますけども、甲賀市で下校時に雨により増水した側溝に１年

生の女子が遊んでいて、流されて溺れて死んだ事件が発生をいたしました。ニュースで流

されている映像では開渠となっております、オープンとなっております側溝が下流で殺人

側溝となり、ますに合流して河川に放流するという構造形式でございました。甲賀市では

この事件を教訓に通学の安全性を高めるということで、市内の通学路の点検を実施し、危

険がある箇所を改良すべく補正予算が計上されておりました。 

 そこで質問させていただきます。１点目でございます。野洲市では通学路の安全点検を

実施しているのか、また誰がどのように点検を実施しているのかを問います。 

○議長（矢野隆行君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） ２つ目の通学路の安全点検についてお答えしたいと思います。 

 まず、甲賀市の１年生の女の子につきましては、たまたま出張で同席しておりましたと

きにその事件が起きましたもので、甲賀市の教育長とも席を同じくしておりまして、頻繁

に連絡をとり合って、あるいはお互いに対応策を相談しながら対応していったというのを

覚えております。 

 通学路の安全点検は、本市としましては、野洲市通学路交通安全対策推進会議というの

を設けております。この中で毎年実施をしています。そのメンバーは、関係機関といたし

ましては、国道事務所、それから滋賀県南部土木事務所、守山警察署、学校代表者、それ

からＰＴＡの代表者、それからおうみ通学路交通アドバイザーという方がおられるんです

が、そういう方と、それから学区の自治連合会代表の方、それから市役所からは道路河川

課、危機管理課と学校教育課で構成しております。こういうメンバーでそれぞれ学区ごと

に会議を開いております。昨年度は実際に朝の通学時間帯にその学区ごとのメンバーで、

学区ごとにですが、順番にそこを点検に回りました。その点検を行って、その後、その学

区のどこかで会議を開催いたしまして、点検した箇所の改善対策を協議を行う、こういう

ことをやっております。こういう方向で少しでも危険箇所をなくしていけるようにという

ふうに努力をしております。 
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 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 橋俊明議員。 

○４番（橋 俊明君） まさしく答弁のとおり、危険箇所をなくす、危険箇所をまず洗い

出すその作業が一番肝要でございますので、そのためには大人の視点だけではなく、子ど

もの視点、先ほど申しましたあの放映の危険箇所、事件が発生したあの箇所を見ています

と、大人もいれば、そう危険には映らない。ところが、子どもにとっては非常に危険でご

ざいましたので、そういった視点も踏まえた上で危険箇所の洗い出しにご尽力を願いたい

なと思っております。 

 最後の質問でございますけども、その教訓を受けて、教育委員会では現在どのような対

応をされているのかをお尋ねいたします。 

○議長（矢野隆行君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 教育委員会の対応についてお答えをしたいと思います。 

 その前に、危険箇所につきましては、毎年４月の初めですが、学校が始まりますと、学

校のそれぞれの地区担当者という先生が割り振られているんですが、その先生方、それか

らＰＴＡの皆さんが付かれるときと付かれないときがあるんですけども、学校によって違

いますけども、とにかくそこの地域の子どもたちと一緒に歩きながら危険箇所の確認をす

るという、そういう指導もあわせて行っておりますので、お伝えしておきます。 

 教育委員会の対応ですが、通学路の交通安全対策を継続的かつ一元的に進めるために、

先ほど申しました野洲市通学路交通安全対策推進協議会で野洲市通学路交通安全プログラ

ムというのをまとめております。そのプログラムによって、もう数１０年来の懸案事項で

ありました篠原小学校の学校のすぐ近くにありますＪＲの柿の木原踏切、あそこの歩道部

分がほとんどなかったんですけども、そこの拡幅とか、あるいは王小学校の新踏切、高

架よりも少し野洲駅側にあるんですけども、そこのたまり場、子どもたちが登校するとき

に片方は道路があって、すぐ踏切です。踏切を待っている間にちょっと子どもたちがたま

る場がないんですね。そこをＪＲに協議をいただいて、やっとそこのたまり場を拡幅する

ことができました。 

 それから、これも王小学校区ですが、北、それから中北間の県道野洲中主線や、それ

から王学区ですが、市道大篠原入町線、新しいふるさと農道ですが、そこの信号機の設

置とか、そういう部分、あるいはあちらこちらの、どこの学区でもご覧になっていただい

ていると思うんですが、通学路をグリーンベルト化、緑の線を引いて、子どもたちが通う
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部分につきましては、そういうようなものの設置を行ってまいりました。 

 また、今年度は篠原小学校区の小堤地先の国道８号線の点滅信号から、ＪＲ側に入った

ところに集合場所があるんですけども、そこの交差点改良ですね、少し幅を、子どもたち

が集まれる場所をつくったり、あるいはそこまで行くところのグリーンベルト化を計画し

ております。その他、市内横断歩道のグリーン――横断歩道は白い線なんですが、その白

い線の間に緑の線を入れて、通学、登下校の箇所だけですが、グリーンベルト化を施工し

ていくことを考えております。 

 いずれにしましても、このプログラムの改善や充実を図りながら、児童・生徒の通学路

の安全確保を行ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 橋俊明議員。 

○４番（橋 俊明君） ありがとうございました。 

 熱心な取り組み、ここにも期待をさせていただきたいと思っておりますけども、先般、

新幹線の中で殺人事件が起こりました。本来は、新幹線というのは安全で、我々がよく利

用したときには睡眠になったこともございましたけども、ただ、ニュースを見ております

と、そういった安全神話は壊れつつあるということがありますので、絶対安全ということ

はないということを言っておりましたので、今後、児童の安全にもご尽力いただきますよ

うお願いいたしまして、質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（矢野隆行君） 暫時休憩いたします。再開を１０時５５分といたします。 

            （午前１０時４０分 休憩） 

            （午前１０時５５分 再開） 

○議長（矢野隆行君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 田中市民部長より答弁の訂正を求められておりますので、これを許します。どうぞ。 

○市民部長（田中千晴君） 先ほどの津村議員の災害発生時における避難所の運営につい

ての５点目の災害発生時の職員の動きについての答弁でございますが、最後に申しました、

次年度以降、業務継続計画に基づく具体的な各業務の取り組み手順を定めた災害時初動マ

ニュアルの「策定」と申しましたが、災害時初動マニュアルの「改正」に訂正をさせてい

ただきますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（矢野隆行君） 次に、通告第１０号、第１番、東郷克己議員。 

○１番（東郷克己君） 第１番、新誠会、東郷克己です。質問させていただきます。 
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 ３度目の議会を迎えました。３度目の正直の言葉のとおり、３度は大きな節目です。私

はこの議会を迎えるにあたり、政治を志した原点を改めて見詰めました。我が志の原点は、

野洲市が将来にわたって活力を維持し、よき伝統を守りつつ発展していくために力を尽く

したい、その１点です。何かを実行すれば、その１つで町が活性化する、そんな施策は存

在しません。野洲の活力を保つため、さらには発展のため、あらゆる施策を繰り出し、取

り組む必要があります。そして、さまざまに取り組む施策の間で野洲市の将来の活力のた

めという大きな目的を共有すること、施策のバランスや部署間の意思疎通が非常に重要で

す。こうした前提のもと、発展に向けたポイントと考える大きく２つの観点から質問いた

します。 

 まず、教育について伺います。 

 国家百年の計と言われるように、教育は国や地域の将来を決すると言っても過言ではあ

りません。折しも今年度、野洲市は市立学校全教室に大型ディスプレーを設置し、デジタ

ル教科書を導入するなど、ＩＣＴ環境の整備を予定しています。動画の活用や紙媒体では

難しい多くの写真や図による説明など、視覚に訴える点、あるいは大きな画面に教科書が

映ることを利用することで、先生が今まで以上に子どもたちに集中できる点など、さまざ

まなメリットが期待されています。しかし、これはどこまでも環境整備であり、充実した

授業のためには先生一人ひとりの努力、取り組みが重要であることは言うまでもありませ

ん。子どもたちの自ら考える力を引き出し、勉強をする楽しさを体験させることが重要で

す。小さななぜを問いかけ、子どもたちが意見し合い、物事を掘り下げて考える授業など、

これまでの先生から正解を教えてもらう受け身型の授業から能動型、参加型の授業が重要

と考えますが、教育長の見解を伺います。 

○議長（矢野隆行君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 東郷議員の教育について、１つ目の受け身型授業から能動型、

参加型授業へのご質問にお答えいたします。 

 現在、小学校では２年後に、中学校はその１年後、全面実施がされます文部科学省の新

しい学習指導要領では、アクティブラーニングという言い方をされていたんですが、主体

的、対話的で深い学びという形の、いわゆる体験型の授業が提唱されています。話し合い

とか体験を重視した授業をやっていきなさいということでございます。 

 そして、学校現場では既にもう今年も含めまして、その移行期間というふうに設定され

ておりますので、周知、先行実施が図られております。本市でも既にこれまでの講義型の
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授業を少しずつ改めていきまして、２人で学習するペア学習、あるいは５、６人の班で、

少人数で学習するグループ学習など、各校とも積極的に取り組んでおります。そこでは、

学級の仲間と自分の意見を述べ合う中で考えを広めたり、深めたりすると、そういう学習

形態を積極的に取り入れております。さらに、学校応援団などの協力をいただいて、郷土

のこととか、あるいは地域の方のいろんな応援をいただいて、学校内外で本物に触れる、

そういう体験活動にも積極的に取り組んでおります。 

 野洲では、お話がありましたように、ＩＣＴなどの教育環境の整備と共に、こうした授

業改善を一層進め、児童・生徒が学習の中でわかる喜びを実感し、できることの実体験を

重ねる、そういう学ぶ意欲を高めていくように授業をさらに推進したいというふうに考え

ております。そうして、次世代の地域を担う野洲の子どもたちの育成に取り組んでまいり

たいと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷克己議員。 

○１番（東郷克己君） 期待しているのと沿うようなご答弁をいただきました。一方で、

このような、いわゆるアクティブラーニングには、やはり先生の能力といいますか、それ

が非常に大きく関わるかと思います。私も常々子どもたちの、よく子どもたちから聞かれ

る「何で」という、これを大事にしなあかんと思ってはいるんですけれども、親としては

この点については反省することしきりであります。このアクティブラーニングをする際に、

本当にそうした先生方の能力を高めていく取り組みが重要であるかと思っております。野

洲市では野洲市教育研究所を立ち上げられ、さまざまな教育方法や授業のコツ、ポイント、

あるいは実績のある先生から若手の先生へそうしたものを伝授するといいますか、コツ等

を共有するような取り組みをされていると承知をしておりますけれども、そうした今後の

教育の充実のために教育研究所の取り組みや活用等を含めた今後のさらなる教育力のレベ

ルアップということに関しての方針についてお伺いしたいと思います。 

○議長（矢野隆行君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 本市では、議員お話の野洲市教育研究所というところが教職員

の資質向上の大きなリードをやっております。日常的にも研修をいろいろ組んでいるんで

すけども、先生方が出張というのはなかなか難しい状況でございますので、夏休みに選択

講座というのを幾つも設けまして、そこに希望で先生方に出ていただくと。最低２回は出

て下さいということで、２こまですね、午前中か午後かとか、いろいろあるんですけども、
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そういうふうな形で先生方の資質向上、力量アップにつなげる研修を開催しております。 

 また、その教育研究所だけではなしに、ここ、すぐ近くに県の総合教育センターもござ

います。そこでもさまざまな研修をやっております。教科の指導はもちろんですが、学級

経営とか、あるいは生徒指導とか特別支援教育とか、そういう部分の研修もやっておりま

すので、そこも希望研修というのをやっておりますので、本市の場合は非常に近いので、

そういうのを活用していただいておる先生もたくさんおられます。 

 それから、各学校ですけども、学校も基本的には、学校によりますけども、学期に１回、

あるいは月１回、大規模なところは月１回ぐらいと思うんですけども、授業研究会という

のを開いて、校内で先生方が１つの授業を見て、この授業はどうやった、もっとこういう

ふうにしたらとか、あのとき子どもの発言はこういうふうに引き出したからよかったので

はないかと、そういう論議をしながら、教職員の力量アップを図っております。 

 そんな形で、この新しい学習指導要領に向けて、一応、去年の夏からそういう改定に向

けまして、いろんな研修を組んでおりますので、これからも本格実施は２年後、３年後で

すので、そこに向けて研修を積んでいきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（矢野隆行君） 東郷克己議員。 

○１番（東郷克己君） 学校の先生方の資質向上のために非常に力を入れていただいてい

ることがわかりました。今後も継続してお取り組みをいただけたらというふうに思います。 

 続いて、２点目の質問に移ります。 

 現在、野洲市の子育て支援では妊産婦や新生児、乳幼児を抱える家庭を保健師や助産師

が訪問指導したり、ＰＴＡや保護者会などの活動を中心にさまざまな機会を通じて、家庭

教育の重要性を啓発するといった取り組みも実施されていますが、全体としては、いわゆ

る待機児ゼロを目指す施策に大きなウエートが置かれていると思います。私の息子もかつ

て保育園、幼稚園のお世話になりましたことから、これらの施設の整備や、あるいは保育

の質的向上にも大きな関心を持ち、園長先生らとも意見を交わしているところでございま

す。 

 昨日のいじめや自殺についての質問に対する答弁で、野洲市教育委員会や各学校におけ

る先生や、あるいはスクールソーシャルワーカー――以降ＳＳＷと申し上げます――の

方々のご努力を説明いただきました。私は非常に頭の下がる思いでお聞きしておりました。

一方で、子育ての主体は父母など、家庭にあります。家庭です。野洲市子ども・子育て支
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援事業計画、この冊子をいただいておりますけれども、この計画の第３章第１節、計画の

基本理念の説明文にも子育てについての第一義的責任は父母、その他の保護者が有すると

いう基本的認識のもとと記されております。話が若干飛びますが、先日、あおり運転の問

題を取り上げたテレビで、危険運転で逮捕されている加害者を接見したカウンセラーが、

まずはじめに、両親の夫婦仲を質問したのに対し、しょっちゅう夫婦げんかしていたと答

えたシーンがあり、両親の関係が子どもの人格形成に及ぼす影響を指摘されていました。

同様に虐待を受けた子どもが大人になり、自らの子どもを再び虐待する虐待の連鎖も大き

な問題となっています。決め付けてはいけませんが、課題を抱える子どもの背景に課題を

抱える家庭があるという確率が高く、子どもだけを対象にケアしても根本的解決にならな

いというような現実もあります。 

 介護の分野では、家庭を支援する仕組みと施設を利用する仕組みが両立していて、要介

護者や家族の状況に応じたサポートが受けられるように子育てにおいても家庭を支援、サ

ポートする制度が必要と考えております。子育て支援という側面と家庭の教育支援という

側面がありますので、市長と教育長それぞれにご見解を求めます。 

○議長（矢野隆行君） 山仲市長。 

○市長（山仲善彰君） 東郷議員の子育て支援についての考え方についてのご質問にお答

えをいたします。 

 まず、この課題でありますけど、国の現在の政策の考え方を整理しておきたいと思いま

す、ちょっと長くなりますけど。ご承知のとおり、平成２６年７月２日に内閣府告示第１

５９号で内閣総理大臣より示されております子ども・子育て支援法第６０条の規定に基づ

き、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育て

支援給付及び地域子ども・子育て支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針、

いわゆる基本指針でという方針が明らかにされています。 

 何か疲れるぐらい長い題名の告示ですね。この原本、ご存知の方もあると思うんですけ

ども、９４ページ、指針といいながら９４ページ。私もざっと目を通したんですけども、

これ、誰がほんまに目を通しているのかなと思うんですが、ここに第一義と書いてあるん

ですけどね。後ほど言いますけども、第一義は児童福祉法に第一義と書いてあるんです。

結構、この第一義という言葉が譲れないので、野洲市のそこにも書いてありますけども、

今、一番大きな問題はこの第一義というところだと私は思っているんですが、ちょっとせ

っかくのお問いかけですから、長くなりますけども、ごくごく一部です。９４ページのご
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くごく一部だけ引用をいたします。 

 本当に饒舌な文章なんですけどね。子ども・子育て支援は、少子化社会対策基本法等に

基づき総合的な施策が講じられてきたが、平成２４年８月の子ども・子育て支援法の制定

及び関連法律の改正により、新たな制度が創設された。これは、いわゆる子ども・子育て

関連三法に基づく制度改正が述べられているわけですけども、あとを続けます。法におい

ては、市町村は、子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業を総合的かつ

計画的に行うこととし、国及び都道府県は、当該給付及び当該事業が適正かつ円滑に行わ

れるよう必要な各般の措置を講じなければならないこととされている。特に、子ども・子

育て支援給付に係る教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保等を図

るため、市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定めることとされている。これ

がその計画です。 

 そして、項目の１、２、３とずっと述べているんですけど、その３に子育てに関する理

念と子ども・子育て支援の意義という項目がありまして、ここで法をはじめとする関連法

律において明記されているとおり、父母その他の保護者は、子育てについての第一義的責

任を有するという基本的認識を前提とし、また家庭は教育の原点であり、出発点であると

の認識のもと、前述の子ども・子育てをめぐる環境を踏まえ、子ども・子育て支援は進め

られる必要がある。子育てとは本来、子どもに限りない愛情を注ぎ、その存在に感謝し、

日々成長する子どもの姿に感動して、親として成長していくという大きな喜びや生きがい

をもたらす尊い営みである。したがって、子ども・子育て支援とは、保護者の育児を肩が

わりするものではなく、保護者が子育てについての責任を果たすことや子育ての権利を享

受することが可能となるよう地域や社会が保護者に寄り添い、子育てに対する負担や不安、

孤立感をやわらげることを通じて、保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える

環境を整え、親としての成長を支援し、子育てや子どもの成長に喜びや生きがいを感じる

ことができるような支援をしていくことであると。もうちょっと引用していたんですけど

も、ここで終わりますけども、本当に長い引用になりましたが、これを受けて、野洲市で

は、先ほどご指摘いただきました支援事業計画に基づいて施策を行っております。 

 ただし、この計画の以前、法改正の以前から、野洲市ではご承知のように平成２２年度

の幼保一元化方針によりまして、あえて公立保育園の新たな整備と民間保育園の独自の支

援を行ってきています。これは決して待機児童対策だけではなくて、きちっと質を確保し

て待機児童の解消も図るということです。来年の１０月から前倒しで保育、幼児教育の無
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償化がなされます。ほとんど量に人がいっています。むしろ、やはりどういう保育をどう

いう形で提供するのか、これは本当に肝心です。それと、無償は私も全然反対はしません

けども、ただ、経費は絶対要ります。だから、どなたが持たれるのか、そこの視点がはっ

きりしていない。たちまち消費税の増収分を充てるというふうになっていますけども、本

来、他に回す消費税の分をこちらに持ってくるだけですから、結局、どなたかが負担しな

いといけないということになるというふうに思っています。 

 また、学童保育も、これも既にこの法律改正以前に倍増計画で６年生まで完璧に受け入

れ体制を整えるなど、先取りをしてきております。まだまだ６年生まで受け入れていない

町は県内でもたくさんあります。医療費だけは無料化にするけれども、学童とかサービス

は後回しという町がかなり多いと思います。野洲市はむしろこの制度以前に先取りをして

きているというふうに考えています。 

 また、議員ご指摘の児童虐待についても早い段階から着目をしまして、家庭児童相談室

をきちっと独立をさせ、専門職員の配置も行っています。まだ町によっては専門職を配置

していない町がかなりあります。また、要保護児童対策地域協議会にも、これも専門家が

入っていない町がありますけど、野洲市の場合は専門家をお願いして、かつトップに続い

ていただいています。県内でも有数の専門家が入って、協議会を運営していただいていま

す。こういう形で関係機関と連携体制を整えて取り組みの成果を上げてきておりまして、

私へというよりは職員の働きに対して、専門家からも野洲の児童虐待対策は高い評価を受

けております。また、リスクの高い妊婦、健診未受診児については、健康推進課と家庭児

童相談室の保健協議、野洲市スクールソーシャルワーカー連絡協議会や野洲市小中学校生

徒指導担当者連絡会等で情報共有を行うことで児童の虐待の未然防止、早期発見に努めて

おります。さらに、虐待の恐れやリスクを抱えている家庭については、要保護児童対策協

議会の関係機関が課題を整理し、役割を分担し、家庭訪問や父母の相談対応養育支援訪問

事業によるヘルパー派遣などの家庭支援を行っております。さらに、ご承知いただいてい

ますように、生活困窮者対策として、引き続き就労支援や家計相談支援を行うなど、市の

総合力で相談者の発見と生活者再建支援を進め、特に子どもの貧困対策としては、学習機

会の保障を行い、学習習慣を身につけ、貧困の連鎖を断ち切る学習支援事業として早くか

らやすクールを実施しており、虐待リスクのある生活困窮世帯に対しては、学校配置のス

クールソーシャルワーカーと連携し、福祉と教育の連携をコーディネートすることで支援

体制の強化を図っております。スクールソーシャルワーカーも早い段階から着目して、も
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う断トツにたくさん配置をしております。本来、これも要望していますように、国なり県

のもっと積極的な関与が必要なんですが、現場を、やはりないがしろにできないというこ

とで、あえて市民の皆さん方の税金をそこに投入して対応しております。 

 このように、関係各課や機関がそれぞれの所属において取り組みを推進すると共に、連

携することで総合力が発揮できる体制を維持、発展させていくことが子ども・子育て支援

や家庭への支援において重要であると考えております。 

 先ほど述べました国の基本指針の中には子どもの最善の利益の実現がうたわれています

が、制度の骨格は子どもの成長というよりは、やはり少子化社会対策が骨格でありまして、

本来、子どもに着目されないといけない、保護者に着目されないといけないんですが、少

子化社会対策が根幹です。そこは、やはり切り替えられていかないといけないと思ってい

ます。その中で家庭への育児、教育力の低下を背景にして、「父母その他の保護者は、子育

てについての第一義的責任を有する」とか「子ども・子育て支援とは、保護者の育児を肩

がわりするものではなく」など、もっともであるんですけども、あえてここで何度も説教

調に言われていることが私は気になるんですけどね。あるいは、これは及び腰で、言い訳

的な表現が連なっております。これら表現は、さっき言いましたように、児童福祉法に書

かれていまして、これを受けたものです。児童福祉法というのは、これは古い法律で、子

どもの成長と子育ての一番の根本法ですけども、これもご承知のように、子どもの権利条

約が既に批准されてから随分経った２２年後の、これ、平成２８年、一昨年の５月によう

やく子どもの権利条約がいろんな活動の成果の結果、改正をされているわけです。初めて

権利がちょっとだけ児童福祉法にようやく入ったという状態です。精神と条項がようやく

入っていまして、２８年ですから、子ども・子育て支援法はその精神が入っていない児童

福祉法が根底になっています。だから、そのギャップを、やはり私たちは認識して対応し

ないといけないと思っていますし、子どもの権利条約の柱となるのは、４本と言われてい

ますけど、一番大きなのは子どもにも大人と同様の基本的人権がある、表現の自由ですと

か自由が全く大人と一緒だと。ですけど、違いは、保護されて成長する権利を持っている

という、その部分が違うわけですね。それを逆転させると、保護される権利だけが先に行

ってしまうと、逆に子どもの権利が損なわれる可能性もあります。 

 野洲市では法の考え方を踏まえつつも、国制度の整合性を、やはりきちっと相対化する

と共に、父母その他の保護者の第一義的な責任、これは確かに重要ですけども、この建前

が通用していない社会経済状況を直視をして、かつ社会状況を国際的視野にまで広げて、
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本来の政策目標は子どもたちの健康と健やかな成長を保障することとして位置付けて、取

り組みを今後も充実をさせていきたいと考えております。 

 以上、お答えです。 

○議長（矢野隆行君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 市長の部分と重なる部分がちょっとあるかもわかりませんけど

も、教育委員会としての考えを述べさせていただこうというふうに思っております。 

 東郷議員ご指摘のとおり、児童・生徒の人格形成に家庭が果たす役割は非常に大きいと

いうふうに考えております。小中学生にとって、子どもたちが揺れるという、そのもとに

なりますのは１つは家庭状況です。それから、もう一つは仲間関係と。仲間関係は学校で

ある程度見たり、指導ができるんですけども、家庭の方が非常に難しい。そういう意味で

は家庭教育支援というのは非常に大きいのかなというふうに捉えています。特に小中学生

の段階では、例えば夫婦げんかをしょっちゅうされているおうちとか、あるいは虐待とか、

こういうことが本人はもちろんそのことで多くはそういう子どもたちは学力部分で低下が

見られたりするんですけども、その本人に対する変化が見られるだけではなしに、学校の

中でのいろんな問題行動とか、あるいは仲間関係、例えばいじめに回っていったりとか、

そういうことにつながっていく、そういう場合が非常に多いというふうに私は捉えており

ます。 

 そこで、子育てに困難を抱えておられる家庭、これは別に経済的にはある程度安定して

いても、先ほど申しましたように、家庭状況、夫婦仲とか、そういう部分とか、いろいろ

あると思うんですけども、そういう家庭とか、あるいは保護者自身に支援が必要な家庭も

ございます。そういうところに関しましては、これまでは主に学級担任とか、あるいは生

徒指導、それから児童生徒支援加配というのが幾つかの学校には付いているんですけども、

こういう先生方を中心に粘り強く家庭訪問を繰り返して、いろんな支援を行ってきていま

す。しかし、一生懸命やっていただいているんですけども、なかなか厳しい、改善が見ら

れないという部分もあります。そういう限界を非常に感じております。 

 そこで本市では、先ほど市長の方からありましたように、学校に配置しておりますさま

ざまな相談員とか、あるいはとりわけスクールソーシャルワーカー、こういう人たちが教

員と協力しながら家庭支援を行っていただいております。例えば、スクールソーシャルワ

ーカーの方が直接保護者さんと面談をしていただいて、家庭の子どもの具体的な声かけの

仕方、もう子どもが全く言うことを聞かへん、だから、もういらいらして手を出してしま
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うんやというふうな話になったりするんですけども、そんなときに保護者としてとるべき

態度とか、あるいはこんなふうに子どもさんを見られたらどうですかとか、そういう相談

に乗ったり、それから保護者向けの虐待防止プログラムというのがあるんです。それをス

クールソーシャルワーカーの方で資格を持った方がおられますので、個別にその保護者さ

んに何時間かの講座というんですか、個別指導の中でそういうようなのをやっていただい

て、虐待がだんだんなくなってきたという、そういう成果も見られております。そんなふ

うな中で、今後も家庭教育支援というのは非常に大事かなというふうに思っておりますの

で、教育委員会としても、さまざまな方法で取り組んでまいりたいというふうに思ってお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷克己議員。 

○１番（東郷克己君） 市長、教育長、それぞれ現状をしっかりご認識いただき、対応を

していただいていると改めて認識をいたしました。これまでのご答弁やさまざまなやりと

りの中でもスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の方々の果たしておられる大きな役割

を認識して、意見交換もしているところでございますが、一方でこのＳＳＷの方にも、や

はり限界があります。先ほど市長のご答弁の中でも市の総合力というようなお言葉もござ

いました。東京の方で５歳の女の子が非常に胸痛いこの虐待の結果、亡くなったというこ

ともありました。こうした事件等が起こるたびに行政の側が家庭というところに入ってい

くのに及び腰になった結果として、尊い命が失われてしまったというようなことがござい

ます。やみくもに入っていくのもだめですけれども、いわゆるサポートするという観点で

は今もご努力はしていただいていると思いますけれども、今後一層、市、あるいは教育委

員会共にご努力をいただきますようにお願いをしたいというふうに思います。 

 次の質問にまいります。交通について質問をさせていただきます。 

 人と物の流れをつくる交通の整備は、地域の発展にとって欠かせない重要なポイントで

あると同時に地域住民の生活にとっても欠かせないものです。今年２月、市内の公共交通

の担い手である近江鉄道株式会社から運行する路線バス、各便の改正時刻表案が示されま

した。この中で、木部循環線は事実上の廃止に等しい１日１便という案でした。さまざま

交渉いただいた結果と考えておりますが、朝２便運行というわずかに増便された形で改正

されましたが、現実は朝バスに乗って出かけた人が夕方乗って帰る便がないという深刻な

状況で、迎えがない人はタクシーを利用されるか、吉川線のバスに乗り、遠路を歩いてい
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くかという選択を迫られています。 

 これまで野洲市の公共交通は路線バスを基軸にしつつ、バスの運行が少ない昼の時間帯

の交通を補う形で野洲市コミュニティーバス、おのりやすを運行してまいりました。おの

りやすは市民の足として機能し、さらに利便性を高めるべく路線をふやすなどの改善に取

り組んでいただいているところです。しかし、おのりやすは、もともと路線バスの補完と

いう位置付けであり、路線バスの運行は前提と聞いています。路線バスの空白が現に生じ

ている今、市内の公共交通について見直すべきと考えております。まず、空白への緊急的

な対処として野洲駅を１６時３０分発が最終便となっている王・中里コースの増便、い

わゆる遅い時間帯への追加等は考えられないか、市民部長の見解を伺います。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、東郷議員の市内交通整備についての１点目のご質

問で、路線バスの空白への対処についてお答えいたします。 

 議員ご指摘のように、コミュニティーバスは路線バスの補完的役割を担うものではござ

いますが、今回の路線バスが減便となりましたのは地元の方の利用が少ないという需要の

減少によるのも原因の１つでございます。需要が多く見込めない路線への限りある公共資

源の投入につきましては、困難であると考えております。 

 議員ご指摘の時間帯につきましては、来年４月１日からですが、王・中里コースにお

いては、最終便の野洲駅発１６時半が１７時５分となる予定でございます。また、当該コ

ースにおきましては、１日６便から８便に増強することとなることから、従来よりは相当

の利便性が確保されるものでございます。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷克己議員。 

○１番（東郷克己君） いろんな制約の中、特に財源は市民の税金でございますから、そ

れらを有効に活用するというのは、当然のことかと存じます。一方で、今、先ほど利用が

少ないとおっしゃいましたけれども、これも１つの事実でございますが、野洲市に限らず、

いわゆる全国各地と申し上げて差支えないかと思いますが、利用が少ないので、民間の路

線バスが撤退するということからさらにそこに過疎化が生まれてというふうな、そしてさ

らに利用が少なくなるという悪循環が全国各地で見られております。冒頭申し上げました

ように、野洲全体の活力を維持していく、さらには発展というところまでを目指す観点で、

やはりまずはそこに主眼を置いて検討をしていただかなくてはならないかと思っておりま
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す。事情を無視してとは申しませんが、やはりそこの目的をまず明確にした上であとの事

情をどう都合を付けていくのか、あるいはバランスをとっていくのかという観点が非常に

重要かと思います。ぜひそうした思考で取り組みをいただきたいと思います。一定、配慮

をしていただいているということですので、今後もそうした視点でご検討下さいますよう

にお願いをいたします。 

 次の質問に移ります。 

 次に、中長期的な公共交通の整備について伺います。 

 先ほど述べたとおり、市内路線バスのルートで空白地帯が生じております。全国では既

にこうした課題に対する取り組みとして、民間の路線バスに野洲のおのりやすにあたるコ

ミュニティーバス、そしてタクシーとバスの中間的存在であるオンデマンド型乗り合いタ

クシーを組み合わせ、地域の交通を確保している自治体もあります。この乗り合いタクシ

ーにもお隣、守山市のように、バス停と同様の停留所を設けたタイプやタクシーのように

ドア・ツー・ドアで利用できるタイプのものなど、それぞれ自治体で工夫されているよう

でございます。いずれにしても、バスより利便性が高く、交通の空白を埋めやすい反面、

経費は高くつきがちであり、公共交通の確保や地域住民の生活を守る面と財政負担との面

でどう折り合いを付けるかが課題と思われます。 

 私は、より実りある質問と思いまして、この通告書を提出後も資料収集にあたっていた

ところ、東京大学の研究室が開発し、現在、全国約４０カ所で運行をされており、同じく

全国での統計で月６万５，０００人が利用しているコンビニクルというシステムがあるこ

とがわかりました。近隣では岐阜県で５カ所、奈良県で４カ所、福井で２カ所等々が導入

されております。守山市で導入されているもーりーカーという簡易なシステムに比べて、

利便性が非常に高いのが特徴であります。守山では、担当課にお聞きしましたところ、前

日まで予約を入れて運行ということで、数字はちょっとあえて伏せたいと思いますが、利

用はそれほど多くないとお聞きをしております。 

 一方で、今、ご紹介をしておりますコンビニクルは、３０分程度前の予約で運行すると

いうことで利便性が非常に高いのが特徴でございます。また、注文による走行ということ

でございますので、いわゆるカラ走りがなくなるというメリットがあります。気になるコ

ストの方もシステム導入と運行には車載器３台と予備１台、そしてサーバー１台というモ

デルで初期投資が５０万、月１０万という、私の調べたところ、他のオンデマンド交通に

比べて非常に安価でございます。近江鉄道株式会社によれば、運転手の不足が続くとのこ
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とであり、今後も厳しい路線バス運営が予想される中で、野洲市の公共交通整備計画を見

直し、こうした乗り合いタクシーなどの導入の考えはないか、伺いたいと思います。ちな

みに、このご紹介申し上げたコンビニクルは試験導入も可能という記載もありました。お

のりやすの増便の計画等もパブコメもされている中ではございますが、これと組み合わせ

る形等々、ご検討いただけないものか、お伺いしたいと思います。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、２点目のオンデマンド型乗り合いタクシーの交通

の導入についてお答えいたします。 

 乗り合いタクシーの近隣の例といたしましては、先ほどコンビニクルという事例を東郷

議員の方でおっしゃっていただきましたが、こちらの取り組みは承知しておりませんでし

たので、ちょっと比較等はできませんので、近隣の守山市と比較した場合でございますが、

守山市では平成２９年度においては、１，０５１万６，０９０円の一般財源を投入されま

して、利用人数は延べ６，６７５人、利用人数１人当たりの一般財源投入額は約１，５７

５円となっているのに対しまして、野洲市では同年度での運行費用として、一般財源を３，

１４６万６，６４２円投入しておりまして、利用人数は延べ４万９，６１４人、利用人数

１人当たりの一般財源投入額は約６３４円となっております。 

 野洲市のコミュニティーバスは、守山市の乗り合いタクシーのように、事前登録などの

手続が不要でございまして、どなたでもご利用いただけるという、多くの方に対して利便

性を確保しているもので、制度的にも財政的にも費用対効果がかなり高いということは認

識をしております。さらに、今回の見直しによりまして、来年度からより一層市民の利便

性が確保されるものと考えられますことから、今後もコミュニティーバスによる公共交通

を推進し、現時点ではオンデマンド型乗り合いタクシーの交通の導入は考えておりません。 

 なお、今回のコミュニティーバスの見直しの計画策定費用としては前年度８６４万円を

投入しておりまして、また次年度コースをふやすと共に１日当たりの便がふえるコースも

あることから、大幅に運行費用も増額する見込みとなっております。 

 こうしたことから、市民の利便性を積極的に確保するためには新たな財源の確保や財源

の適切の地方への配分を含めた国の施策が望まれるところと考えます。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 東郷克己議員。 

○１番（東郷克己君） 私もちょっと調べて状況を、先ほどご提案したコンビニクルの内



 

 －173－

容がわかりましたのがつい先日でございまして、通告できておりませんでしたので、比較

がないのは仕方ないんですけれども、守山市の状況では私も実際に担当課の方にお話を伺

って、私の中でもこれだったらというふうに判断はしていたところなんですけれども、ご

紹介申し上げたコンビニクルの例でいきますと、かなり守山市のもーりーカーと比べる、

その比較にならないほどの利便性があるのではないかと考えておりますので、おのりやす

の整備計画増便の件等もございますが、あわせてご検討をいただきたいというふうに思い

ます。 

 続いて、次の質問に移らせていただきます。 

 道路整備について伺います。 

 国道８号バイパスの整備が端緒につき、長年の懸案解消に期待が高まっております。ま

た、湖南幹線の野洲への延伸も動き出しました。２つの幹線ができれば、守山、草津、栗

東、守山方面から野洲市へのスムーズな流れが確保され、地域の活性化、経済の好循環、

そして中長期的には雇用にもプラスに働くことが予想されます。こうした効果をさらに高

めるためには、大きな流れを野洲でとどめるのではなく、さらに次へと流すこと、つまり

野洲から東へのさらなる延伸が重要と考えます。今、ようやく国８バイパスや湖南幹線が

動き出したところではございますが、これら事業が終了でとどまることなく、動きを継続

していくためには、現事業に取り組みながら、さらに次の流れをつくる計画や取り組みが

重要と考えます。 

 そこで、国道８号バイパスの竜王、八幡への延伸についての計画や取り組みの有無、同

様に湖南幹線の八幡への延伸についての計画や取り組みの有無、市としての考えを都市建

設部長に伺います。 

○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） それでは、３点目、国道８号バイパスや大津湖南幹線の

延伸の計画や取り組みにつきまして、お答えをさせていただきます。 

 まず、国道８号野洲栗東バイパスにつきましては、昨年に起工式が行われ、本格的な工

事に着手されたところでございますけれども、その先の竜王町、近江八幡市方面の延伸は

現段階におきまして、具体的な道路整備計画には至っていないという状況でございます。 

 しかし、篠原学区におけます国道８号の渋滞につきましては、朝夕を中心に慢性化をし

ておりまして、沿線の生活環境が悪化しておりますことから、抜本的な対策を講じること

は必要であるというふうに考えております。このことから、市では以前より湖南４市と大
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津市、湖南市の６市で構成をしております大津湖南地域幹線道路整備促進協議会、それか

ら本市の独自要望によりまして、国土交通省及び滋賀県に対しまして、バイパスの先線を

事業化検討路線として早期に調査着手されるように強く要望を行っているところでござい

ます。 

 一方、大津湖南幹線でございますけれども、２０２４年の国体に向けて、県道野洲中主

線までを４車線とする整備を滋賀県において進められておりますが、その先線は未定であ

ることから、野洲市域につきましては、現在の計画が目標期限までに完了されるように国

道８号と同様に大津湖南地域幹線道路整備促進協議会及び本市の独自の要望で要望活動を

行っているというところでございます。 

 なお、この先線でございますけれども、今後、近隣市等の動向を踏まえながら、また対

応の方をしていきたいというふうに考えておるところでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷克己議員。 

○１番（東郷克己君） 先ほども申し上げましたし、またご承知のことかと思いますが、

やはり流れというものが非常に大事かなと思っております。道路というのは当然ながらこ

の流れをつくるものでありますし、左から右、東から西、南北等々、やはり縦横に結んで

いくことが重要で、終わりのところはすぼっていくというのがもうこれは歴史上、確かな

ことかと思いますので、いわゆる今、国８、あるいは湖南幹線の先というふうにおっしゃ

ったそのことについても、ぜひともご検討を進めて、また先に動かす努力を続けて下さい

ますようにお願いをしたいと思います。 

 次にまいります。 

 国８バイパスと湖南幹線共に相当な流れが期待できると考えます。同時に、この２本の

幹線道路は共に東西の流れであることから、東への延伸と共に南北方向にも大きな流れを

つくり、接続することがもう一つの課題と考えます。南北の流れに対する考えや具体的な

計画について、都市建設部長に伺います。 

○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） それでは４点目、南北方向の道路整備の考えや具体的な

計画につきまして、お答えをさせていただきます。 

 本市では、野洲市都市計画マスタープラン、これにおきまして、特に南北の拠点間を結

ぶ道路ネットワークの強化を図ること、これを基本的な整備方針に掲げておりまして、道
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路整備を推進する上で重要であると認識しているところでございます。 

 南北の道路ネットワークの強化を図った具体的な路線でございますけれども、堤交差点

と野洲川斎苑の交差点を結びます市道野洲川右岸線、こちらは平成２１年度に完成をいた

しております。また、市道野洲中央線と国道８号を結ぶ市三宅妙光寺線の都市計画道路に

よる整備につきましては、平成２３年度に完成をしたところでございます。また、県道に

つきまして、上屋地先の県道野洲中主線の高架橋でございますが、これが平成２４年度に

完成をいたしまして、南北の交通アクセスが大きく向上したところでございます。 

 今後の具体的な計画といたしましては、県道木部野洲線の久野部交差点から北野小学校

方面までの南北間約６００メートルを都市計画道路といたしまして、昨年度から滋賀県に

おいて事業が進められているところでございます。交差点のところの右折だまりをつくっ

たり、また歩道の整備をしたりということで、大変渋滞もしておりますので、そこの改善

を図るということで事業を進めていただいているところでございます。 

 また、市におきまして、堤交差点から琵琶湖岸、こちらまでの県道菖蒲線のバイパス整

備を滋賀県に対し要望を行っているところでございまして、県におきましては、県の道路

整備、アクションプログラム２０１８において事業化検討路線という形で位置付けをして

いただいているところでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷克己議員。 

○１番（東郷克己君） 具体的な計画、方向性、あるいはこれまでの取り組みについてご

説明いただきました。中でこの県道菖蒲線のお話もございましたけれども、我が野洲市は

北の方に琵琶湖と接し、また南では三上山をはじめ、山もある。いわゆる湖も山も川もと

いうことで、そうした面から考えますと、大きなポテンシャルを持っている地域ではない

かと思います。こうした交通の整備等を通じて、いわゆる観光面にももっとこの野洲に外

国の方、国内の方を問わず、多くの方に来ていただき、豊かな自然が残っているこの市内

を楽しんでいただくということ、そしてまた、それを通じて地元の発展等も考えていきた

いと思いますので、継続的な取り組みをお願いして、質問を終わりたいと思います。どう

もありがとうございます。 

○議長（矢野隆行君） 暫時休憩いたします。再開を午後１時といたします。 

            （午前１１時５０分 休憩） 

            （午後 １時００分 再開） 
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○議長（矢野隆行君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、通告第１１号、第１４番、野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） お昼１番にさせていただきます。第１４番、野並享子です。 

 国保税の軽減を求める内容をまず一番にさせていただきます。 

 ３０年度から国保制度が都道府県単位化に伴い、３月議会で保険税が確定されました。

前年度と比べ、医療給付費は引き下げられましたが、後期高齢者支援金が引き上げられ、

介護納付金は所得割と均等割が引き上げられました。トータルで基金の繰り入れも行い、

引き下げられました。しかし、所得３００万円で子ども２人の４人家族で試算したところ、

これは滋賀民報の４月１日付の全県的なデータなんですけども、そのところでは年間４２

万７，６００円で、現時点では県下で２番目に高い国保税となっています。県が納付金を

決めたことによるものですが、高過ぎる国保税の引き下げが求められます。見解をお願い

いたします。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） それでは、野並議員の国保税に関するご質問にお答えい

たします。 

 まず、ご質問いただきました国保税の引き下げの件につきましては、国保税の税率の算

定にあたっては県への事業納付金をもとに算出することが基本となっております。この事

業納付金は、医療費は市町村間では同じ水準で算入しますが、一部の特定財源や保健事業

費などは市町ごとに算定する項目もあります。また、市町での措置として基金を活用して

いるなど、広域化後６年間は激変緩和の調整期間でもあり、各市町の算定にあたってはそ

れぞれ市町の判断でさまざまな要素が加味されております。 

 こうした中、当市といたしましては、先の２月議会でも申し上げましたが、国保財政調

整基金の活用のあり方として、基金の保有状況と新制度における基金の役割を踏まえ、国

保税を単に引き下げるためだけではなく、市の国保制度の運営を健全性のあるものとする

観点から３年間で１億円を活用すると共に、３年間税率を固定することを前提として、先

の２月議会で国保税率の改定にご賛同をいただいたところでございます。 

 この本市の基金を活用した３年間固定の税率につきましては、今後の医療費等の動向に

より、来年度、さらに再来年度、他の市町の税率がどうなるかで順位も変動するものであ

り、１年目だけの結果で高いと言えるものではないと考えております。 

 以上、お答えといたします。 
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○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） 野洲の国保税が高いということに対しては認めておられるんで

しょうか。まず、それを聞きます。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） １年目の結果としては、議員ご質問いただいたケース、

家族４人のケースでご指摘をいただきましたが、例えば実態に近い、もっと１世帯当たり

の人数でいきますと３人とか、あるいはもっと低い数字に実際の世帯はなります。２人、

２．何人というぐらいですので、例えば３人でいきますと、モデルケース、県がはじいた

試算でいきますと、所得は３５０万で算定しておりますが、その場合ですと、野洲市は３

位ということになります。 

 他の市町を聞いておりますと、算定結果ではあるんですが、それに近い数字であっても、

２９年度とは近い数字であればもう変えないということがあったり、初年度ですので、い

ろんなことが加味されておりますので、諸般の事情で結果としてそうなりましたので、客

観的データからすれば、今は真ん中より上にあるということからすれば、高い順位にある

ということは言えると思います。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） もう一つ、いつも私が言うのが社会保険との対比ですね。社会

保険の場合は１人であろうと、３人、４人であろうと、所得割の料率というのが一定です

ので、１１．４１％というのが所得に対してかけられる。国保の場合は均等割、平等割と

いうふうな形で世帯にかかったりとか、個人に、一人ひとりにかかったりとかいうふうな

形、全国これでほぼやっているというところですね。 

 こういうふうな中で計算をしますと、社会保険の場合、４０歳以上で１５歳以下の子ど

もさんが２人、４人家族の場合、所得３００万円の方ならば、合計で年間３４万２，３０

０円というのが保険料になります。国保の場合、３００万円の所得でいくとすると標準、

状況で３３万円を引きますから、それを引いて計算をすると国保税の場合は５０万６，９

６２円という、こういう金額になります。社会保険に比べたら、約１６万４，６６２円高

いという状況で、家族が１人の場合の社会保険の方でも３８万２，７００円という形で国

保の方が４万円高くなるという、だから家族がふえればふえるほど均等割が加算されます

から、後期高齢者は産まれた赤ちゃんからのも払わんならんということになっています。
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介護保険は４０歳以上ですけども、本当にこういう形で後期高齢者支援金の徴収もし、均

等割、平等割というふうな形になりますので、現実は、やはり同じ国民皆保険という形で

医療のサポートをするにおいては、負担率が国保の場合は非常に高い。社会保険の場合は

２分の１を企業が負担しますから、これだけの保険料で済んでいます。ですから、やはり

もっとこれ、根本的には国の負担をふやしてもらわない限り、今のやり方やと、これだけ

社会保険と国保との差が出るというふうなことになろうかと思うんですけども、その点、

どういうふうにお考えでしょうか。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） まず、社保と国保の根本的な制度の違いというか、社保

につきましては、その構成員の中で所得で判断しますので、自分１人であろうが、例えば

扶養３人抱えていて、４人分の保険であっても、所得によります。それで負担して、相互

扶助でしている制度ですので、逆に言うと、社保の場合は１人の方が４人分の世帯の保険

料もあわせて支えていくということになっています。国保につきましては、特に現役世代

を退いた方がふえてきますので、単に自営業者だけではなくて、構造的に年金生活者とい

うことになりますので、それの保険間の社保と国保のバランスを保つためにそれぞれ社保

から国保に負担いただいて回っている部分もございますので、制度間の扶助も国保には社

保から受けているという制度がありますので、一定、均衡は図られておるというふうに思

っています。 

 あと、均等割の件ですけども、それについては、国保の世帯そのものがどちらかという

と、低所得者層が多い構造ですので、応益割の中で、それを社保の理論でいきますと、保

険料総額というのは決まった額をいかに被保険者で確保するかということですので、どこ

かを抑えればどこかで取らなければならないという構造になります。そうなってきますと、

例えば低所得者老人１人の世帯にもおっしゃった分で措置しようとすると、そちらに負担

もかぶさるということにもつながりますので、今の制度の方が実態には合っているのでは

ないかということがあります。 

 ただし、おっしゃっていただいた国が一定、支援すべきということはこちらも支援いた

だければ望むところではあるんですが、国の財政事情全般、あるいは少子高齢化でだんだ

ん支えを受ける側の割合が変わってきていますので、なかなかそのために財源を確保して

いただけるのは難しいとは思いますが、国から支援いただければ、それはそれで歓迎する

制度ではあるかとは思います。 
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 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） やはり、現場の声として、国保はすごく社保よりも高くなって

いるということで出していただければありがたいというのではなくて、社保は２分の１は

企業が出していますから、これ、３４万２，３００円ですけど、これは２分の１ですから

ね。この同じ金額を企業が負担をしているという、そういう状況でもあるので、国保も県

段階にもう今年からなりましたから、やはり県に対して、国からきちっと２分の１の負担

をするという、そういうシステムにしていかないと、国保の保険税が本当に天井知らずに

上がっていく。しかも、高齢者ばかりが入ってきていますから、病気するのは当たり前で、

若い社会保険の状況とはまた違うと思いますので、そういう面においても、やはり根本的

な制度改革をせんとあかんということを申し添えておきます。 

 次、２番目に、都道府県単位化に伴って、国は特別調整交付金として１，７００億円を

配分することになりました。そのうち、子どもに関しては１００億円が配分され、滋賀県

としては１億９，６００万円が配分されました。この子どもに関する配分というのは多子

家庭に対する支援であり、２０歳以下の子どもの均等割を減額することになっており、市

町村に賦課された納付金から差し引いて、標準保険料を算定しています。子どもの均等割

の減額をすべきですが、見解を求めます。 

 また、低所得者に対しては７割減免、５割減免、２割減免が行われています。この減免

で子どもに対しての減免は幾らになるのか、お尋ねをいたします。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） それでは、２点目の子どもの均等割の減額のご質問につ

いてお答えいたします。 

 ご質問にありました国から県への特別調整交付金のうち、子どもの被保険者分につきま

しては、自治体の責めによらない要因による医療費の増、負担への対応として、子どもの

被保険者の人数による配分がされているものであり、多子家庭に特定して支援措置された

ものではございません。さらに、県の納付金の算定段階において算入されており、これに

より納付金が減額されていることから、当該交付金をもってご質問の制度を設けるような

構造にはなっておりません。 

 また、県の運営方針に定められた平成３６年度以降のできるだけ早い時期の保険料水準

の統一の議論が進められる上においても、市単独での新たな制度を設けることは慎重に対
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応すべきことであると考えております。 

 なお、議員の最後のご質問の低所得者に対する減免のうち、子どもに対する減免は幾ら

かというご質問につきましては、現在の電算システムでは対象世帯の中の子どもの分だけ

を算出できるプログラムではないため、現段階では対象世帯を抽出し、その中で１世帯ご

とに手作業で子どもをピックアップする作業となり、多大な時間を要するため、お示しす

ることはできませんので、ご了承いただきますようお願い申し上げます。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） 今の子どもに対する均等割の減額に使うのではないとおっしゃ

いましたね、確か、今。国が出しているのは、都道府県に対して１００億円、それは１，

７００億円のうちですよ。１，７００億円のうちの１００億円は保険料負担能力のない子

どもの被保険者数に対する財政支援ということで出ているんです。全国的ですから、その

うち滋賀県では１億９，６００万円という配分で国から特別調整交付金という形でおりて

きています。県の資料によると、全県的にあるんですけども、野洲では２０歳未満の一般

被保険者数、平成２７年の国保実態調査報告に基づいて１，０７１人ということで３３４

万９，０００円、大津なんかは２，５００万ほどありますし、それぞれ子どもの人数によ

って違いますので、そういう形でこのお金はそういう支払い能力のない子どもに対する財

政支援ということで、県は納付金を市町村に貸すときにそのお金を引いて貸しているとい

うことになっているんです。それはご存知でしたか。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） ちょっとお答えの解釈が、まあ説明がまずかったのかも

わかりませんが、申し上げましたとおり、今のは多子家庭に特定しているのではなくて、

客観的に２０歳未満の子どもの数が、今、再質問でおっしゃっていただいたとおり、単純

に子どもの数に１人当たり幾らということですので、ご質問については多子が前提であっ

て、そのための支援、国が設計した段階ではそういう意図もないわけではないですが、滋

賀県の算定においては、客観的に子どもの数で算入しておるということで配分を受けて、

その額を引いて納付金を算定しておるということでございますので、単に子どもの数、つ

まり２０歳未満の数掛ける単価ということでございます。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 
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○１４番（野並享子君） ということで、要は負担能力のない子どもに対しての均等割で

すね、結局は。世帯割ではありませんので、一人ひとりに掛ける均等割、この均等割の部

分で減額をしている、減免をしているという町があります。そういうことを念頭に北海道

の旭川では子どもの均等割を３割減免をしたとか、埼玉県の富士見市では第３子の均等割

を全額免除とか、それぞれ町によっては違うんですけども、この負担能力のない子どもの

被保険者数に対する財政支援という、そういうところにおいて、どう我が町でやっていく

かということを考えられているというのが全国的な流れなんですけども、野洲としてはそ

ういうことは全く考えていないということになるんですか。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） 今の客観的事実からいくと、今、算定を受けた分が納付

金として算定されたということは、子どもの分で措置された部分は全員に波及していると

いうことになりますので、間接的に言うと、もう大人もこの分の享受を受けたという、滋

賀県ではそういう措置になります。 

 全国的にはそういうところも実施しているところもございますし、それを国に要望して

いるところもあります。それについては、国で財政措置をされたいということですので、

やっていないところに関しての国の責任でやるべきということで、自らでやるということ

はまだ全国的には少ないというふうに認識をしておりまして、先ほども申し上げましたよ

うに、滋賀県ではまだどこもこの中で議論はされておりません。先ほど言いました統一を

図っていくことが６年後、目指しておりますので、その中で、今後どういう議論に転じて

いくかわかりませんが、現在のところではそのような措置をこちらが誘導してやろうとい

う思いは持っておりません。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） 県に対して既にお金はおりてきているんですから、１億９，６

００万円、特別調整交付金という形で１，７００億円のうちの１００億円を分けて、県に

はそういうお金としておりてきているんですから、本来、県が子どもの均等割を減額をす

るようにというのは基本やというふうに思いますので、もう既に納付書を送ってきていま

すから、全てで分けてしまっていますから、今から子どもの分だけと言うたら、そのお金

はどこから持ってくんねんということにもなりますから、来年度で一番最初からそういう

ふうな検討をしていただくということはできないんでしょうか。 
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○議長（矢野隆行君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（高橋謙二君） それにつきましては、今後、県の担当課長会議の中でま

た改めて議論、実際、全国市長会の、一部の地方では出ている議論ですので、それについ

てどうするかということは、今後滋賀県においてもなされる議論になるかとは思いますが、

ちょっと来年すぐにその議論を積極的に出していくかということは現在ではその予定はし

ておりませんが、県内他市町の動向も見ながら見守っていきたいというふうに考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） 見守るのではなくて、積極的に発言をしていただきますように。 

 次、教育行政について質問いたします。 

 英語教育が教科化され、３年生から始められました、今年から。しかし、小学校教員は

英語免許を持っていない者がほとんどであり、野洲市では支援員を５名、市単費で各校に

配置し、喜ばれています。県からの専科教員２名は担任と一緒に授業はしないとなってい

るため、チームでの授業でなく、しかも専科教員は３校担当しているため、移動の時間や

教材の準備などは時間数に入らないため、過重な勤務となっています。この点について、

現場からは改定学習指導要領の抜本的な見直しを行い、小学校での外国語活動、外国語の

教科化の導入を見直す声が上がっていますが、教育委員会としてはどのように対処するの

か、県や国に声を上げる必要があるのではないかと考えます。答弁を求めます。 

○議長（矢野隆行君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 野並議員の教育行政について１つ目の外国語活動、外国語科の

導入についてお答えします。 

 今年４月から小学校の３、４年生に外国語活動という時間が年間１５時間設けられまし

た。また、５、６年生におきましては、外国語科として英語を年間５０時間授業を行うと

いうふうになっております。時間数でいいますと、学校現場では年間３５週、大体３５時

間あると１週間に１時間その教科を設定するということになっていますので、５０時間と

いうのは、毎週１時間ともう何時間かということになります。文部科学省としましては、

２年後の小学校の新学習指導要領の全面改定に向けまして、英語の専科教員では英語だけ

を小学校で教える先生ですね。中学校みたいに１つの教科だけを教えるということは小学

校ではなっておりませんので、そういう中に英語だけを教える先生を配置するということ
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で、それをふやしていくという方向を打ち出しておられます。小学校に英語の専科教員が

ふえれば、学校間の移動の負担もなくなると思います。現在は議員ご指摘のように２名だ

けです。野洲小学校と中主小学校に１名ずつ配置をしていただいて、その方が他の２校ず

つを回っていただくという、かなり負担が厳しいということもありますので、そこをその

過重負担をできるだけ軽減できるようにということで、要望を市教育委員会としてもやっ

ております。 

 ところで、これらの子どもたちの勉強は、これからの子どもたちはさまざまな国の人と

関わりながら生きていくということが当たり前になってまいります。小学校の外国語活動、

外国語科で育てるコミュニケーション能力はその土台となると考えておりますので、市教

育委員会としましては、その野洲市教委としてはもちろん要望をしておりますけども、県

内１３市の都市教育長協議会というのがございます。そういうところ、それからもう一つ

は県の市長会、こういうところを通じまして、県教育委員会に専科教員の早急な増員を強

く働きかけているところでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） ２年後の本格実施ということで、３、４年生で３５時間、そう

すると週１回ですね。５、６年生で７０時間、週２回、２時間というような状況になりま

す。もう既に今現在でも小学校２年生で週１回６時間の授業があるんですよ、小学校２年

生。まだ学校に行き出してもう本当にまだまだ大変なときだと思うのに週１回６時間授業

があるという、本当に過密な状況になっていると思います。その中でこういった日本語が

本当にまだしっかりマスターできないようなときから英語が入ってくるというふうなとこ

ら辺においては、どうしても私は、このままそうですか、はい、専科教員がふえたからい

いですよというわけにはいかない。何かもうちょっと本当に見直しをしないと学校嫌いに

なるんと違うかというふうな、そういうふうな思いがあるので、本当に教育委員会として

は見直しというのは考えておられないのかという思いがするんですけど、答弁を求めます。 

○議長（矢野隆行君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 英語という教科というんですか、科目だけではなしに、私の個

人的なことになると思うんですけども、はるかに授業実数が多いという、子どもたちの負

担という意味では大変やなというふうに感じております。例えば、今までよく言われてお

りましたフィンランドの教育につきましては、日本の授業実数の半分ぐらいしかないとい
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うふうなことも伺っておりますし、そういう意味では学校教育全てを見直すという部分で

はそういうことがあってもいいのかなとは思いますけども、今の段階で英語がどうのこう

のということは、私としては言えないというふうに感じております。 

 以上です。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） 根本的に本当に見直していくという思いを下からも出していた

だきたいな。親が悲鳴を上げているし、子どもも悲鳴を上げる状況になるのではないかと

いうふうに思います。 

 今、さっきも言いましたけども、２０２０年度から本格実施となって、授業時間数が５、

６年生で７０時間になります。塾などに通わす親もあり、子どもへの負担と所得格差が学

力格差にもなる懸念や義務教育における教育無償化が形骸化が進む状況になるのではない

かと思いますが、どのように考えておられるのか、お尋ねいたします。 

○議長（矢野隆行君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 小学校の英語は聞くことや話すことを中心に行われております。

市内の小学校でも一人ひとりを大切にしたきめ細かな授業を行っていますので、この英語

だけで義務教育の形骸化が進むとは考えておりません。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） 今、話すことを基本とおっしゃいましたけども、それが３年生、

４年生ですね。３年生、４年生は話す、聞くという形になっていますが、５年生、６年生

になりますと、漢字でさえも１年生８０字、２年生１６０字、３年生２００字、５年生で

１９３、６年で１９１、１年間で１，０２６字。そういう中において、英語も５年生、６

年生は書く、読む、言う、単語を書くということで、ここに書いていますように、小学校

の５、６年生で６００から７００の単語を覚えんならんのです。中学校で１，６００から

１，８００ということで、こういうふうな形で日本の漢字を覚えるだけでも本当に大変や

というふうに思うんです。それが５年生、６年生でこの単語を覚えていかんならんという

のが入ってきます。しかも、通知簿で点数を付けていくということですから、読んで、聞

いて、そんなんでは済まないとなると、やはり親としても塾に通わさんならんというふう

な思いを持たれる。 

 しかも、次の３番目に行きますけども、３年後の２０２１年から中学でも全面実施され
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まして、英語の授業を全て外国語で行う。ヒアリングができないと、その授業に付いてい

けない生徒も存在するのではないかと思います。文科省の英語教育改革は英語嫌いを生み

出しかねない改革であると思うんですけれども、英語の早期教育導入を本当に私は見直す

べきではないかと思いますが、見解を求めたいと思います。 

○議長（矢野隆行君） 教育長。 

○教育長（西村 健君） 英語の早期教育の導入に関わってですけども、学習指導要領に

は教員はどの生徒にもわかるように英語を使い、必要なときには日本語を使ってもよいと

いうふうになっておりますので、現場ではそんな英語中心というふうにはなりますけども、

それは英語に慣れるという意味での部分でして、必ずしもヒアリングが難しいとか、そう

いう部分とは、それを無視してどんどん進めていくような授業は現場ではすることあり得

ないというふうに考えております。英語嫌いという部分は基本的にはそういうことはない

ようにというふうに願っておりますし、これからの導入をしっかりと見守っていく、また

丁寧に子どもたちに授業をやっていく中で英語を積極的に支援していけたらというふうに

考えておりますので、導入見直しということについては考えておりません。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） 本当に私は大変な事態になるのではないかというふうに思いま

す。文科省では中学校で授業を英語で行うことを基本という形にしていますからね。です

から、日本語も一緒にまじってやってもいいよというふうな形ではないと思うんですよ、

基本という形をとっておられますから。けども、それではとてもじゃないけども、付いて

いけない、わからない、そんな子どもばかりやったら、もう授業なんて成り立ちませんか

らね。本当に覚える単語の数が中学校でも１，６００から１，８００単語を覚えていくと

いうことですから、これは子どもにとってはすごく大きな負担になると思います。小学校

の校長先生がおっしゃっていましたけども、小学校６年生になれば、英語よりも敬語を教

えたい、そういう日本の言葉をしっかりと子どもに教えていきたいというふうなことをお

っしゃっていました。私もそうやと思います。本当に小学校の基礎学力のところでそうい

ったものをしっかりと身に付ける、そういう教育を重視していただかないとだめだという

ふうにも思いますので、教育長は見直しを考えていないというふうなことですけども、本

当にぜひ検討をしなければならない時期が来るのではないかというふうに思います。 

 次に、教育の機会均等についてです。教育の機会均等は当然であると考えますが、学校

の教室のテレビが液晶ではなく、ブラウン管テレビのところがあります。運動場が雨上が
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りに使えないのが中主小学校と北野小学校、ＰＴＡ活動で運動会などの行事のときに近隣

にコミセンや市有地などがある学校は駐車場の確保についても対応ができますが、単独で

建っている学校で、遠距離になる中主小学校、北中学校などは駐車場が狭く、困っておら

れます。各学校のこの差を教育委員会は認識されていると考えますが、この差を何年で解

消をされるのか、お尋ねをいたします。 

○議長（矢野隆行君） 教育部長。 

○教育部長（吉川武克君） それでは、野並議員の教育の機会均等についてのご質問にお

答えいたします。 

 各学校の差とのご指摘ですけれども、まず全体的な視点で言いますと、学校施設の耐震

化についていえば、合併以降遅れていました学校耐震化を数年で１００％にして完了して

いますし、老朽化対策についても計画的に大規模改修によって進めています。また、本年

度はデジタル教科書導入のための環境整備として、全ての学校のＩＣＴ、環境整備に取り

組んでいますし、英語教育に対応するための支援員も、先ほどおっしゃられましたように、

本年度は市費で５人配置するなど、ハード、ソフト面、両面で環境整備に努めているとこ

ろでございます。したがいまして、各学校の教育環境につきましては、市全体で統一すべ

きところは格差のないよう、また計画的に鋭意進めているところでございます。 

 このように大きな枠の中での環境については、差はないというふうに考えておりますけ

れども、議員ご指摘の個別の案件につきましては、授業に直接影響のない設備、今おっし

ゃられましたブラウン管テレビについては、校内放送設備などの改修も伴いますので、大

規模改修にあわせて実施するなど、効率的な整備により進めていきたいというふうに考え

ています。 

 また、駐車場のスペースの課題につきましても、その必要性を検討した上で地域のご協

力もいただきながら、解決できるものは解決していきたいというふうに考えています。 

 グラウンドの水はけの課題につきましては、改修に多額の経費が必要になることは明白

でございますし、こうした課題をいつまでにという期限についてのお尋ねについては、現

時点では計画がありませんので、お答えすることができません。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） とりあえず順番にしていくというのは、それはそのとおりだと

思います。しかし、野洲中が大規模改修になったときに、あそこはテレビがブラウン管の
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テレビをそのまま旧の教室から持ってきて配置されたんです。えーっと思いましたけど、

行ってびっくりしました。大規模改修のときに当然、そんなん配線やらもやって設置する、

あのときにもう地デジになるというのはわかっていましたから、当然、やっているものや

と思っていましたら、ブラウン管だったんです。私、えっ、びっくりしましたけども、そ

ういうふうなとこら辺までのチェックは入ってなかったんでしょうかね。 

○議長（矢野隆行君） 教育部長。 

○教育部長（吉川武克君） ブラウン管というのは野洲中学校のブラウン管テレビのこと

ですけれども、大規模改修もあわせてやっていますが、そもそもテレビを何に使うかとい

うところですけれども、校内放送としての利用というのが実情です。イメージですけれど

も、例えば校長先生のメッセージを出すときに、そのテレビを通じて映像と音声を伝える

んですけれども、今、野洲中学校の方では映像が映らないとか、あるいはブラウン管です

けれども、きちっと伝わっていますし、それから音声もきちっと入っていますので、問題

はないというふうに思っています。 

 授業に使うかというと、これは学校の方に聞きましたらば、授業で使うことはありませ

んと、こういうことですので、教育の現場の環境としては特には問題はないというふうに

考えております。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） 本当に大規模改修するときには先を読んでやらないと、配線か

ら違いますからね。ですから、ちょっと変えたらいいねんというふうなものではないとい

うとこら辺をちょっと認識しておいてほしいなというふうに思います。校内放送でいって

も、もう今、ブラウン管は売っていませんからね。故障したらもう液晶テレビしか入れら

れませんから。そうすると、違いますよ。そこの教室には映らなくなりますからね。とい

う、そういう状況であるということを認識しておいて下さい。 

 次に移ります。 

 通学路の安全対策についてですけども、先日も他の町で小学生が水路で流され、亡くな

られました。このようなことは野洲市でも起こり得ることであり、通学路の総点検が必要

であります。例えば、王小学校の通学路で朝鮮人街道の１本北側に妓王井川が流れてい

ます。流れも速く、水深も深く、小学校低学年が転落すれば流される危険があり、転落防

止柵が必要であります。交通安全プログラムで安全柵設置は検討中となっておりますが、
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どこまで検討され、そしてまたいつ工事をされるのか、お尋ねをいたします。 

○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） それでは、野並議員の通学路の安全対策につきまして、

お答えをいたします。 

 通学路の交通安全プログラムにつきましては、平成２４年度に全国で登下校中の児童・

生徒が死傷する事故が相次ぎましたことから、平成２４年７月に各小学校の通学路におい

て関係機関と連携して緊急合同点検を実施し、必要な対策内容につきまして、関係機関で

協議し、通学路の安全向上のための対策を講じることを目的として、平成２８年３月に策

定したものでございます。このことから、安全対策は自動車に対する対策である歩道及び

グリーンベルトの設置に優先的に取り組んでまいったところでございます。これまでの点

検によりまして、必要とされましたグリーンベルトの設置につきましては、今年度でほぼ

予定の対策が完了するという状況でございますので、ご質問いただきました交通安全プロ

グラムに今リストアップされております検討中の場所も含めまして、局地的な安全対策に

つきましても、次年度以降での対応を考えているところでございます。 

 今、野並議員ご質問で朝鮮人街道の１本北のところというふうにおっしゃっていただい

たのは、これは朝鮮人街道と並行して走っている道路という意味でしょうか。 

            （「そうです」の声あり） 

○都市建設部長（三上忠宏君） そうでございますか。実はここでプログラムの中で検討

中と上がってる箇所につきましては、その道路から王幼稚園の角の方に抜ける道がござ

いますね。ずっと通ってこられて、左に曲がって、登校のときには行かれる、そこの道の

ことを言っておられます。ここの箇所につきましては、幅が１．５メートル、延長大体４

０メートルぐらいの道でございまして、車の通行が困難な区間というふうなことでござい

ます。また、妓王井川の増水時や積雪時に、今、危険であるといったことでご意見を頂戴

して、こちらの上へ上げている箇所ということになってございます。 

 転落防止柵の設置につきましては、当然のことながら、有効な対策ではございますけれ

ども、この場所につきましては、石積みの護岸になってございまして、防止柵を設置する

場合はこの護岸を外して設置をしなければならないような状況でございますので、当然、

道路幅員がさらに狭くなるというふうな状況になりまして、現在通行されている方々です

とか、あるいはこの沿道でお住まいの方の出入りなどにも影響を与える可能性がございま

すし、地域で年２回河川の清掃をいただいているというふうに聞いてございますけれども、
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そういった活動への支障になるということもございます。また、通学路の安全対策につき

ましては、基本的に社会資本整備総合交付金、これを活用して対策をしているところでご

ざいます。事業の財源を確保するためにも、できるだけ交付金の対象となる対応を検討し

たいなど、幾つか整理すべき課題があるということから検討中としているところでござい

ます。当該箇所の対応策につきましては、関係の皆さんと協議、調整を行う必要がござい

ますので、今後どのような形で安全対策ができるのか、今年度も合同点検がございますの

で、再度、関係の皆さんと協議をいたしまして、対応をしていっていきたいというふうに

考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） 今おっしゃったところを写真に撮ってきました。このずっと奥、

向こうに行ったら、小学校の方に行ける道です。これ、江部の信号からの道です。ここに

付けるべきだ。反対側の道は柵があって、ガードレールが付いております。道の左にはこ

ういう状況で付いております、そこの区間だけですけどね。右側は全くすっきり何にもあ

りません。この道を真っすぐ行きますと、言われているこっちに曲がってきて、王のこ

っちの道に出てくる。朝鮮人街道に出てくる。この流れですね。ここを通る子どもたちは

中北と北村の子どもなんです。この上町の子どもはここの道は通っていませんから、地元

の方の要望にはならない。ここに何とかしてくれというて言われたのが北やら中北の保護

者の方から、危ない、小学生を一緒に付いておられた方が危ない、何とかしてほしいとい

う声が上がっております。この問題をぜひ早急に検討をしていただきたいというふうに思

います。 

 時間がもう切りましたので、次、行きます。 

 工場の緑地を１０％に削減することについて質問いたします。今年中に工場立地法対象

控除の緑地の面積を２０％から１０％に削減すると発言されました。野洲市は住宅地域の

横に工業地域、工業地域の横に住宅地域にすることを許可してきたため、騒音、振動、臭

気など、さまざまな苦情が出ています。現在でも苦情が出ているにもかかわらず、居住地

域に隣接している工場の緑地を１０％にすれば、今以上に苦情が出ることは明らかであり

ます。工場の敷地が狭くなったので、緑地を削減するというのは、容認できる地域と容認

できない地域があります。一律に１０％にすることは検討が必要であると考えますが、見

解を求めます。 
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○議長（矢野隆行君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） それでは、野並議員の緑地面積を一律に１０％にするこ

とは検討が必要であると、その見解はということでございます。今、１０％にするという

か、全協でも申しましたように、１０％で検討している最中でございます。 

 それと、御指摘の緑地面積が減少することで騒音、振動、臭気等の苦情が増加すると、

そういったことを言っておられるんですけども、これらは騒音規制法、振動防止法、悪臭

防止法、そういった環境規制法の中で基準値が定められておりまして、それを事業者は遵

守すると。当然のことながら、しなければ、勧告、改善、そうしたことになります。無関

係とは申しませんけれども、その緑地の大小、多い少ないということで対応されるべきも

のではありませんと、いわゆるナショナルミニマムの達成手段ではないと。これはご承知

と思うんですけども、健全な議論ためにあえて整理させていただきます。 

 工場立地法の根幹的な目的というのは、国民経済の健全な発展と福祉の向上になってお

ります。それにおける緑地の扱いということの見解ということだと思うんですけども、先

ほど言いました環境規制法等々、それを達成した上での話として、心理的な不安感とか快

適性とか、そういった向上、いわゆる周辺環境のさらなる調和、そうしたものを目指した

ものであるというふうに理解しております。その上に立って、一律ということでございま

すけども、ご承知のとおり、現在も２０％一律でございます。今後、条例化するにあたり

まして、ある区域では設備投資とか駐車場の確保ができない、ある区域では困難だ、でき

やすくて、ある区域ではできない、そういったことに基本的に不公平があるとそのような

考え方に立っていることから一律としております。 

 そして、緑地面積率、現在１０％で検討しているところでございますけれども、雇用の

促進、また税収増による福祉の向上などに向けたものとして、一方でその緑地率にした場

合、周辺環境をどのように配慮していくのかということをしっかり問題意識を持って、関

係課と現在協議しているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） 工場地域の京セラと北野一丁目との距離１０メートル、そして

建物との距離が５５から６０メートル。また、近江富士団地のところも大山川があります

ので、５５メートルとか、結構あります。けども、京セラ、オムロンなどは敷地内でどの

ように運用されるかというのは、それは企業の勝手ということになってしまいます。です
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から、建物とか学校とか、そういう民家とかがある場合は建物から５０メートルは離すと

かいうふうなことや駐車場も景観上の配慮をする必要があるのではないかと思いますが、

条件を付けるべきだと思いますが、見解を求めます。 

○議長（矢野隆行君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 先ほど１点目で申しましたように、私も一定の条件とい

うよりも配慮義務、それは当然必要だと思っています。そういう問題意識はしっかり持っ

て、今やっています。そういう意味で、工場立地法をはじめ、関係法令とか市の条例、計

画、そういったものに沿って、地域の周辺環境に配慮したガイドラインの策定、こういっ

たことを今考えております。ただし、法の範囲の中でしていくということでございます。 

 以上、お答えとします。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） ３番目の緑地のところですが、今、オムロンが敷地内で建築を

やっておられます。もうぎりぎりのところに今されております。本当に川のすぐそばのフ

ェンスの向こうに建てておられます。オムロンの増築もぎりぎりです。数メートルという

状況になっております。その後、京セラの部分もこの緑地、大きくとってあったのが京セ

ラが増設することによって、木は大分、半分以上木はなくというふうな状況になっており

ます。本当にどんどんとこういう意味では、際限なく環境が悪化していくというのはない

でしょうか。一遍、あそこを歩いてみたら、わかると思いますが、やはりきちっとした条

件などを付けるべきだと、配慮義務とかガイドライン作成は、いったいどんなことをしよ

うとされているのか、お示しいただきたいと思います。 

○議長（矢野隆行君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） ガイドラインの策定はそういったところでございますけ

ども、基本的には、やっぱりこれ、いろんな法律が絡んでおります。今回、緑地というこ

とでご質問していただいていますけども、都市計画法やら、いわゆる緩衝帯の関係、いろ

んなことがあります。例えば、京セラ、その工場の時期にもよりまして、例えば立地法で

いいますと昭和４９年以降のものについて適用されますし、都市計画法についても同様で、

いろんな意味で法律のできたときと、それまでにあったところは違います。そういったこ

とも勘案しながら、きちっとしんと、よく御党でも言われますけども、やっぱりその法律

に従うということ、日本国憲法も含めて法に従うということも含めて、きちっと法のもと

で平等にやっていくというふうの意味のガイドラインの策定でございます。それを超えて
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やるというのは、法のもとの平等というのを超えておりますので、そこまで考えていない

という意味です。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） きちっとした都市計画ができていたらいいんです。工場があり、

準工があり、商業があり、宅地がある。野洲は違うんですよ。工業地域の横が住居地域と

いう、めちゃくちゃな都市をつくってきているんです。そういうのをやっているところと

同じように扱ってもらったら、もう一遍建ってしまったら、これ、建物、除きませんよ。

ここ、京セラ、オムロンは商業地域、工場とか自動車屋さんとか、そういうところですか

ら、宅地がすぐあるわけではありませんから、何とか本当にぎりぎりでもいいかもわかり

ませんけども、あと北野小学校もすぐですよ、北側はね。あそこ、緑をばーんととってし

もて、ばーんと駐車場にされたって、文句を付けられへんようになるんですよ、全体の敷

地の中で１０％ということになったら。どうそれをどういうふうに思われますか。 

○議長（矢野隆行君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） 私もそういったことは非常に懸念して、先ほど言いまし

たように、問題意識を持っています。今言われたダイハツピットの横とか、ああいう工場

対工場というのは、むしろあそこは切ってほしいとか、そういった声もかなり聞いていま

す。一方でつくられると思いますけど、今の立地法的にはあんまり配置までは決まってい

ないんですよ。だから、ガイドラインないしは別に条例に盛り込んでもいいんですけども、

その緑地、今言われている周辺環境の調和というのはかなり考えならんと思っています。 

 例えば、野並さんの横とか、ああいう横とか、今でもすき間があいていますね、大きく

なり過ぎて、私も全部現場を見ましたので。むしろそういうところをきちっと管理すると

か、そういった、あと今、２０％、仮に１０％にしても、周辺にはきちっとあるのかどう

か、今、シミュレーション中です。そして、重点的に緑をふやすというのか、置くとこと

というのはきちっと決めていきたいなというふうに思います。指導的にきちっと決めてい

きたい、そういう意味合いです。例えば、真ん中に今、緑があってどうのこうの、その分

はいいから、重点的にここはきちっとしてくれよとか、そういった意味で言っております。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） そんなことを協議してできるんですか。企業の勝手になりませ
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んか。全体的敷地の中で自分ところがどういうふうに使おうとそんなものはきちっと何か

本当に文章上にしておかないとそこまで枠をはめられないと思いますけども。 

○議長（矢野隆行君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） あんまり企業の勝手と言われるとちょっと私もそこの意

味合いがわからんですけども、例えば、例で言うたら、京セラは工場立地法前で建てられ

ていますから、事実上でいうたら、別に１０％、法だけでいうたら、２０％を守らなくて

もいいところです、ＩＢＭの。ご存知かと思いますけども。それでも、今、２３％ぐらい

ですね。真ん中にもたくさんあります、芝生のところとかね。別に勝手におられるという

のは、僕は見受けられないし、一定の、当然、この野洲の舞台で企業を立地されているの

で、周辺の住民を無視して、僕はできるということは思っていません。それも常識レベル

の話としてね。勝手や言うて、ほな皆さん怒りますわねと。例えば、野並さん筆頭に声を

上げますわね。そんなところで僕はできるとは思えませんし、当然、配慮するというのは、

これは立地法にうたわれていますし、これ、法律の問題ですから、僕が言うてるのは。感

情の問題じゃなくて、法律としてきちっと言うてるので、できますかとか言われるの、法

律でそう書いていますから。それにきちっと枠をかけていくということです。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 野並享子議員。 

○１４番（野並享子君） 住環境が悪くならないようにというのがもう最大です。北野小

学校は本当に、あそこ全面的に緑地を取っ払って、駐車場にしたいというふうに、道路に

面していますからね、したいと思ってはったと思います。 

○議長（矢野隆行君） 時間でございます。 

 次、通告第１２号、第１５番、東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 第１５番、日本共産党、東郷正明です。 

 まずはじめに、野洲市公共施設等総合管理計画についてお尋ねします。 

 総務省が２０１４年４月に公共施設等総合管理計画の作成にあたっての指針を発表して

います。それに基づいて、野洲市でも２０１７年３月に公共施設等総合管理計画が作成さ

れました。総務省の指針では、総合管理計画に記載すべき事項、総合管理計画作成にあた

っての留意事項、その他の３つからとなっていますが、中心となるものは最初の項目です。

総合管理計画に記載すべき事項は、公共施設等の現状及び将来の見通しや公共施設等の総

合的かつ計画的な管理に関する基本的な指針からとなっています。全国では市民生活に大
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きく関わる公共施設が統合、廃止、建て替え、民営化等で大きく動いています。 

 本市の管理計画作成時の公共施設保有状況は、全１２３施設、総延べ面積で１９万平米

でありました。建設予定施設もあわせると１２９施設、総延べ面積２１万平米でしたが、

そこでお尋ねします。公共施設等総合管理計画は今後本市にとって将来の展望の見通しや、

また財政計画にも影響を及ぼすところですが、道路や橋梁、下水道など、直接生活に関わ

るインフラ整備や社会教育施設、福祉施設、文化施設、体育施設、市営住宅等、多くの施

設がありますが、本市の公共施設等総合管理計画における一番の優先課題は何か、基本姿

勢についてもお尋ねします。 

○議長（矢野隆行君） 総務部長。 

○総務部長（小山日出夫君） それでは、東郷議員の１点目のご質問でございます。公共

施設等総合管理計画における一番の優先課題及び基本姿勢についてということでお答えさ

せていただきます。 

 平成２９年３月に策定をいたしました野洲市公共施設等総合管理計画におきましては、

優先課題のような特定特化したものはございません。全市的な視点に立って、市民サービ

スの水準を維持しつつ、中長期的な公共施設等の更新、統廃合、長寿化などによりまして、

適正配置を推進することとしております。その基本姿勢は、施設の廃止ありきで進めるの

ではなく、設置目的に合った利用がされているか等の十分な吟味を行いまして、また施設

が提供しているサービスや事業の必要性などもあわせて検討することとしております。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 総合計画は平成２９年度から平成６８年度、平成ということは

もうなくなると思いますが、この４０年間となっています。この計画は、総務省の公共施

設更新費用試算ソフトで施設分類にあわせて単純に作成されたものであって、今後の高齢

化社会になっていく中で市民生活の変化もありますし、また本市の場合、特に学校教育施

設が大きく占めている割合が高い状況になっています。小中学校の耐震化工事も終わって

いるが、改築や大規模改修を必要とする施設もまだ多く残っています。子どもたちが安心

して学べる環境整備が求められるところです。予想される南海トラフ、洪水被害などの自

然災害なども踏まえて、中長期的な計画と社会情勢に迅速に対応できる安心安全のまちづ

くりビジョンはどのように考えておられるのか、お尋ねします。 

○議長（矢野隆行君） 総務部長。 
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○総務部長（小山日出夫君） ちょっとご質問していただいている内容と若干は関連する

んですが、事前に通告もいただいておりませんので、わかる範囲でお答えさせていただき

たいとは思うんですが。 

○議長（矢野隆行君） ちょっとそこは通告が行っていないんですね。 

○１５番（東郷正明君） 具体的にはね。 

○議長（矢野隆行君） ２番の総合計画でしていただけますか。通告どおりで。 

 じゃ、東郷議員。本来の通告でお願いできないですか。２番ですね。総合計画。どうぞ。 

○１５番（東郷正明君） 総合計画に対して現在の状況はどのようになっているのか、お

尋ねします。 

○議長（矢野隆行君） 総務部長。 

○総務部長（小山日出夫君） それでは、２点目のご質問でございます、総合管理計画の

現在の状況についてお答えをさせていただきます。 

 本計画で示しております公共施設等マネジメント方式における全庁的な取り組み体制の

構築と情報共有に基づきまして、各部の次長級を主な構成員とします野洲市公共施設等マ

ネジメント推進会議を平成２９年９月に設置をいたしまして、平成３２年度までに定める

個別施設計画の基本的な方針となる公共施設のあり方について現在検討を進めているとこ

ろでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） マネジメント個別施設の計画など、検討されているということ

ですが、その計画した時点と現在の到達点というのは、その辺はいかがでしょうか。 

○議長（矢野隆行君） 総務部長。 

○総務部長（小山日出夫君） 先ほどもお答えさせていただきましたが、公共施設のあり

方について、現在、今年度において検討しているところでございますので、これにつきま

しては、今後１０年間の第１期の整備方針を示すものでございまして、全体の計画期間は

４０年でございまして、第１期から第４期まで計画をしてございます。この公共施設のあ

り方につきましては、今年度中の策定を予定してございますので、適切な時期がまいりま

したら、議員の皆様にもお示しさせていただきたいと、このように考えております。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 
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○１５番（東郷正明君） 公共施設で野洲の大篠原の体育センター、クリーンセンターの

近くのね、あそこがなくなりましたし、また図書館の市民活動支援センターが北部合同庁

舎のところで活動もしておられます。そういう中で、体育センターで使用していた人、こ

れも流れとして仕方がないところもありますが、この活動していた人からの要望とか、そ

ういうのはないのか。あるいはまた、北部合同庁舎で市民活動が行われますよね。それで、

そこでそれだけ十分な、そこに移るということが、そういうのはいいんですが、十分なス

ペースがあるのかどうか、そして専門的な人がそこで配置されるのか、その辺あたりをち

ょっとわからないんですか。 

○議長（矢野隆行君） 総務部長。 

○総務部長（小山日出夫君） 今、お尋ねの件でございますが、通告いただいておりませ

んので、お答えすることはできません。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） ちょっと通告が入っていませんので。同じあれで関連があるとい

いんですけど。東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 総合管理計画では、保有している全ての施設をそのままの施設

量で保有すると、将来的には余剰空間の増加が考えられると書いてあったんですけれども、

一人でも多くの人に野洲に住みたいまち、思えるまちづくりのためには施設としてなくて

はならない施設があると思うんです。そういう状況で、有効な施設を残し、財源も考えな

あかんし、その辺は考えながら市民生活に支障のないような施設のあり方をどのように考

えておられるのか、お尋ねします。 

○議長（矢野隆行君） 総務部長。 

○総務部長（小山日出夫君） その点につきましては、今現在、検討を進めております公

共施設のあり方について十分に各部次長級が寄りまして、検討をしている最中でございま

すので、先ほども申し上げましたように、今年度中の策定を目指して今現在、事務を進め

ているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） さっき、財源もと言いましたけども、財源ありきではなく、住

民の立場に立って推進していただきたいと思います。 

 次に、公共施設は市民の財産であり、市民生活のコミュニケーションと地域経済の活性
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化になくてはならないものであります。老人憩いの家では、比留田、野田、比江が用途廃

止となっていました。現在の管理状況についてお尋ねします。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） それでは、３点目の老人憩いの家の現在の管理状況

についてお答えいたします。 

 老人憩いの家は、高齢者の心身の健康の増進を図ることを目的として、現在、旧中主町

エリアに１１カ所を設置し、地元自治会と協定を結んだ指定管理施設でございます。ご質

問の比留田、野田、比江の憩いの家の管理状況につきましては、他の８自治会と同様に平

成３２年３月３１日までが指定管理期間でございますので、指定管理業務に関する協定書

に基づき、指定管理者であります地元自治会によって管理いただいている状況でございま

す。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） ３２年までは指定管理者ということで、その後はどうなるのか、

今後の管理について大事なところですので、お尋ねします。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまのその後の取り扱いについてのご質問でご

ざいますが、先ほど来、小山部長の方が申し上げました今後の考え方というのは、現在、

検討中でございますけれども、１つの考え方といたしましては、１１自治会ありますその

施設につきまして、そのまま使うということになりますと、そのまま自治会の方に譲渡を

させていただく。それから、使わないということになってきますと、その部分を除却する

ような方向性で一旦は地元の方と今後詰めさせていただきたい、かように思っております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 使うというときは使うと。除却のときが問題なんですけど、そ

のときに自治会の負担にならないようなことを求めておきたいと思うんですけども、その

辺はどのようにお考えですか。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） ただいまの除却の費用でございますけれども、基本

的に市の施設ではございますが、従来建ったときの経過、あるいは使われている今までの
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使用、その辺から考えますと、地元の施設という考え方が非常に多うございますので、地

元の方の負担の方も一部いただけるような形で検討の方をさせていただきたい、かように

思っております。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 地元の施設という考え方、地元の一部負担ということは、市も

行政も負担していただくということでいいんですかね。 

○議長（矢野隆行君） 健康福祉部政策監。 

○健康福祉部政策監（赤坂悦男君） 今の負担の関係でございますが、いろいろな制度、

市の単独だけではなくて、いろいろな補助とか、いろんな制度を利用しながら一番有利な

方法で考えていきたいと、そのように考えます。 

 以上、お答えとします。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） この問題については、十分自治会等とお話ししていただいて、

自治会に負担がかからないような対策でよろしくお願いします。 

 次に、２つ目の質問に入ります。 

○議長（矢野隆行君） ４番目はよろしいですか。もう一つありますけど。どうぞ。 

○１５番（東郷正明君） 済みません。４番目に入ります。 

 公共施設等総合管理計画では、簡易評価結果を利用者視点と管理者視点から区分けをさ

れていて、更新検討、継続保全、利用検討、用途廃止に４区分にされていたが、現時点で

変更された施設はあるのか、お尋ねします。 

○議長（矢野隆行君） 総務部長。 

○総務部長（小山日出夫君） それでは、東郷議員の４点目のご質問でございます。簡易

評価における現時点の区分変更の変更有無をついてお答えをさせていただきます。 

 簡易評価は施設の詳細な情報ではなく、建築年や運営コスト、点検結果や活用率といっ

た１２種類の情報のみで評価をしてございまして、施設の具体的な方向性を決定している

ものではございません。したがいまして、簡易評価による区分の見直しは予定しておらず、

現在は個別施設計画の基本的な方針となる公共施設のあり方について現在検討を進めてい

るところでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 
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○１５番（東郷正明君） 区分の変更はないということ。変更の予定がない。変更されて

いないのね、全部。そのまま予定どおりに推進されているということですか、今現状で。 

○議長（矢野隆行君） 総務部長。 

○総務部長（小山日出夫君） そういった部分も含めまして、現在、それぞれの個々の施

設につきましては、現在、それぞれ検討を始めているところでございますが、当計画にお

いて、先ほども申し上げましたように、個別の施設について、具体的に詳細な点検をして、

その結果に基づいて表しているものではございませんので、１２種類の情報で評価をして

いるということで、その施設の具体的な今後の将来的な方向性について決定しているもの

ではございませんので、ある一定の標準的な目安として示しているものでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 大篠原の体育センターは確か利用検討となっていたと思うんで

すが、諸般の事情にあって、温浴施設、あれも住民の声ですので、ありますが、その辺は、

それで体育センターが今は使っておられない。それで、それまで使っておられた団体とか、

たくさんあったと思うんですけど、その辺の対応とかはどのようにされていたのですか。 

○議長（矢野隆行君） 政策調整部長。 

○政策調整部長（竹中 宏君） 私は教育部長をしていましたので、体育センターの廃止

の関係で提案させていただきましたので、ご説明申し上げますが、体育センターにつきま

しては、今年度末をもって廃止させていただくということで条例提案して可決をさせてい

ただきました。今現在については、ご利用いただいているという状況でございます。 

 それと、今ご利用いただいている方々に対しましては、一応、今残っている、いわゆる

体育館、あるいはＢ＆Ｇの体育センターの方、これの余った時間というか、あいている時

間、いろいろと調整いただければ一応利用していただけると、このような状況で考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） いずれにしても、体育館もこっちの体育館も使えますけども、

使用料金も違いますし、できるだけ住民に使いやすい方向で対応していただきたいと思い

ます。 

○議長（矢野隆行君） 暫時休憩いたします。再開を２時４０分といたします。 
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            （午後２時２９分 休憩） 

            （午後２時４０分 再開） 

○議長（矢野隆行君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） ２つ目の質問に入ります。公共交通について質問します。 

 先ほどの東郷克己議員とも重なるところがありますけども、答弁をよろしくお願いしま

す。 

 今年の５月１日から近江鉄道バスが大幅減便になっています。その内容は、野洲駅北口

から発着で吉川方面は昼間と夜が減便になっており、特に木部循環は９本が２本となり、

大幅な減便となっています。近江鉄道バスは民間企業とはいえ、地域住民の移動手段の貴

重な役を果たす公共交通です。 

 そこでお尋ねします。２月議会では近江鉄道バスの減便について、民間の経営なので、

物を言う立場にないという答弁がありました。担当部長さんは替わっておられますが、認

識についてお尋ねします。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、東郷議員の公共交通についての１点目、近江バス

の減便についての認識についてお答えいたします。 

 民間の路線バスは、地域の公共交通において必要不可欠なものであると認識しておりま

す。このたびの民間バスの減便につきましては、市としては市民の利便性の確保のために

減便再考を求める協議、要望はさせていただきましたが、経営自体は民間により行われて

おりますので、判断されたことを覆すことはできません。これは部長の交代によって変わ

るものでもございません。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 近江鉄道は民間企業とはいえ、地域住民の貴重な足であると言

うなら、この減便に対してどのように受けとめておられるのか、お尋ねします。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） 今回の近江バスの減便ですけれども、先ほどもお答えいたし

ましたが、民間バスですので、地域の公共交通においては必要不可欠なものであると認識

しております。こちらの方も利便性確保のために一貫して継続の要望をしてまいりました。
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結果は大変な残念な結果となりましたけれども、これはもう判断されたことを覆すことは

できませんので、大変残念だと感じております。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 共産党市議団は去る３月２２日に近江鉄道バスに申し入れを行

い、減便計画の中止を求めましたけれども、減便理由として、運転手不足で運行が困難で

あることや赤字路線で採算が合わないことを上げられました。公共交通機関の減便は、町

の活力を失うだけではなく、より過疎化集落になってしまいます。高齢化の進む中で、公

共交通機関としての路線バスは欠かすことができません。市として、公共交通を守るため

にどのような対策をとってきたのか、また今後の対応についても答弁を求めます。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、２点目の公共交通を守るための市のどのような対

応をとってきたのか、また今後の対応についてというご質問についてお答えいたします。 

 市といたしましては、コミュニティーバスを平成２２年度から４路線にて運営を開始し

てまいりまして、平成２４年度には新たに中央循環コースをふやしております。そして、

平成３１年度には既設の各コースを根本的に見直しまして、２コースをふやすこととして

おりまして、地域公共交通における市民の利便性の確保を図ってきたところでございます。 

 民間路線バスの減便につきましては、運営する民間会社からお話をいただいた時点にお

いて、減便回避のための要望は、また協議は行ってまいりましたが、先ほどもお答えいた

しましたけれども、大変残念な結果ではありますが、結果として減便がされているのも事

実でございます。しかし、これは需要が減少していること、そして議員もおっしゃいまし

た運転手不足が大きな原因でございますので、民間の路線バスを維持するためには地域に

よる需要喚起も必要と考えております。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 既に５月から減便となっていますが、今言ったようなバスの運

転手の不足とか採算とか、いろいろありますけれども、近江鉄道バスは数年前から減便の

ことは市に言ってきたということでありまして、それはここの野洲市だけでなく、全国的

にも減便、廃線が行われており、今回のことが、本市、減便が予想されたんですけども、

どのような認識を持ち、対応されてきたのか、お尋ねします。 
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○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） この減便に対してどのような認識を持ち、対応してきたのか

というご質問でございますけれども、こちらといたしましては、減便のお話があった時点

から継続をいただきたいという姿勢で臨んでおります。最終、具体的な案が出されてきま

したのが本当に時刻表とかを出されてきましたのが２月でしたので、近江バスさんと地元

の方とも協議はされておられまして、また地元の方から市の方にも要望いただいておりま

すけれども、こちらとしては一貫して継続いただきたいという認識で要望してまいりまし

た。 

 また、赤字ということで、いろんな利用促進案であるとか補助であるとか、そのような

要望はどうなのかということも近江バスさんにはお示しを願いたいということでございま

したけれども、最終的に、やはり運転手不足、乗務員が確保できないというお答えで減便

されておられますので、本当に残念な結果と思っております。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 具体的な内容は２月ということなんですけども、これはそうい

う減便するという話はもっと前から聞いておられなかったのですかね。具体的には２月だ

けども、それ、減便するという話はあったと思うんですけれども、それに対して近江鉄道

バスとは何ら話し合いとか、そういうのは行われていなかったのか、お尋ねします。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） ２月に具体的な案が出てきて、それ以前はどうだったのかと

いうご質問でございますけれども、総務常任委員会の方の調査の方にも資料を出させてい

ただいておりますけれども、廃止の希望があったのは７月２７日からでございます。それ

以降一貫して継続の要望をしてまいっておりまして、何か具体的な路線維持を前提に検討

したいので、具体的な何か案を示してほしいということも近江バスさんの方には申してお

りました。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 具体的な話は、変わりますけど、２月でしたけども、その前に

７月２８と言われたかな、そういうちらっとそういう話があった時点でもう少し向こうの

話を待つのではなく、こちらからもっと具体的な突っ込んだ話ができなかったのかどうか、
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お伺いします。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） 当然、議員おっしゃるように、承服できないということで、

具体的な案を出してほしいということでもこちらも要望しております。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 次に行きます。 

 路線バスの減便が過疎化に拍車をかけることは火を見るよりも明らかです。ともすれば、

将来廃止路線になっていくのではと危惧もされます。路線バスの減便を放置するのか、あ

るいは何らかの代替え交通機関で穴埋めをするのか、その選択が今問われています。その

考えをお尋ねします。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、３点目のご質問の路線バス減便に対する穴埋めに

ついてお答えいたします。 

 民間路線バスが減便となりましたのは、先ほどもお答えいたしましたが、需要の低迷も

原因の１つでございます。需要が多く見込めないことを考えますと、限りある公共資源の

投入をすることについては困難であると考えております。 

 なお、今後もバス会社より減便についての通知があった場合は、運営する民間バス会社

に対して市民の利便性確保のため協議、また減便回避のための要望をしていきたいと思っ

ております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） いずれにしても、近江鉄道バスからはコミバス導入の計画をす

るときにもっと相談してほしかったと言われています。湖北の方では朝から夜までコミバ

スを民間委託で行っているとのことで、今後も減便や廃止が予想されております。その対

応が本当に必要となってきます。廃止にならないように、やっぱりそれは市としても、相

手は民間会社なんですけども、その辺はうまくスムーズに住民の利便性が失われないよう

な対策をお願いしたいと思いますが、答弁を求めます。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） 住民の対策をということですけれども、こちらの方はコミュ
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ニティーバスを充実しておりますので、そのように対策をしていきたいと思います。 

 先ほど東郷議員がおっしゃいましたコミバスの減便の前に相談してほしかったというこ

とでございますが、こちらの方は近江バスさんからそのようなことは聞いておりませんが、

どのようなことであったかというのをちょっと、これは反問、確認をさせていただきたい

と思いますが、よろしいでしょうか。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。相談があったかということですね。 

○１５番（東郷正明君） 近江バスとの話をしたときにそういうことも早く相談してほし

かったと聞いています。 

○議長（矢野隆行君） あったということですね。 

○１５番（東郷正明君） はい。 

○議長（矢野隆行君） じゃ、次、行って下さい。 

○１５番（東郷正明君） 次、行きます。 

 ４番、市の循環バスのおのりやすの増線計画もされていますが、実施されるのは平成３

１年４月からの予定となっておりますが、路線バスが減便になっていることから、自治連

合会や市民からも半年早めてほしい要望もあります。半年早めることを検討すべきではな

いかと思いますが、答弁を求めます。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、４点目の市のコミュニティーバス増線計画の前倒

しについてというご質問についてお答えいたします。 

 市は近い将来想定される少子高齢化を見据え、市のコミュニティーバスに関し、平成２

８年度から新たな改善案の検討を開始しております。平成２９年度に実施調査を行い、公

共交通会議にも何度も諮り、議論を交わし、本年２月に最終案についてパブリックコメン

トを行うことにより、広く市民から意見を募り、可能な範囲でこれを反映させた結果、今

の見直し案となったものでございます。 

 これによりまして、平成３１年度からは新たにコースをふやし、増便も充実させるなど、

内容も大きく変更することとなりました。これにより市民の利便性が大きく向上する見込

みですが、この準備に要する期間がございます。内容につきましては、バス車両の準備、

時刻表の印刷、バス停の準備、また関係機関への届け出手続等がございますので、これに

期間を要することから予定よりも早めることはできないものでございます。 

 また、先ほど公共交通会議と申しましたけれども、こちらの方には近江バスさんの方も
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委員として参画されておられますので、コミュニティーバスを見直すということはご承知

であったかというふうに私どもは認識しております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 今の案になったその後にこの減便が明らかになったんやと思う

けれども、その辺りはいかがでしょうか。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） 見直し案を３１年度から見直すという話は２９年度の協議で

しておりますので、その途中で減便をされるということになったということでございます。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） いずれにしても、減便になったら、市民の足がなくなりますし、

市民が困ったときに市民が頼るのは行政しかありません。市の循環バスの計画は早めるこ

とはできないということなんですけども、できる限り、足の確保ができるような対案も考

えていただきたい。 

 次に入ります。 

 少子高齢化、人口減少、マイカーの普及等により、路線バスの利用者は少なくなってい

ます。そうした中で、最近では財政負担の軽減や公共交通空白地域の解消に向けて、路線

定期型交通にかわるデマンド型交通を導入する自治体がふえています。デマンド交通は路

線定期型交通とは違い、運行方式、運行ダイヤ、発着時の自由な組み合わせにより、さま

ざまな運行形態があります。地域によって方法は異なっていますが、デマンド型交通の導

入を検討されることはできないのか、答弁を求めます。 

○議長（矢野隆行君） 市民部長。 

○市民部長（田中千晴君） それでは、５点目のデマンド型交通の導入についてのご質問

にお答えいたします。 

 先に東郷議員のご質問でもお答えいたしましたとおりでございますが、野洲市のコミュ

ニティーバスは制度的にも財政的にも費用対効果がかなり高いと認識しております。この

ことから、今後もコミュニティーバスによる公共交通を推進するということで、現時点で

はデマンド型交通の導入は考えておりません。 

 以上、お答えとさせていただきます。 
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○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 減便は全国で今起こっています。そのため、いろんなアイデア

や工夫で今、公共交通の利便性をなくさない取り組みが行われていますし、また栃木の小

山市や鳥取の伯耆町でもそうした取り組みが行われています。今後、ぜひ検討の上に検討

を重ねて、利便性を失わないような野洲市にしていただきたいと思います。また、引き続

いて検討もお願いしておきます。 

 次に入ります。 

 次の質問です。中主小学校大規模改修は、平成３０年に始まり、平成３１年度以降、順

次工事が行われます。中でも旧館は建築が昭和３２年４月であり、経過年数は築６０年と

なっています。過去に大規模改修は２度、小規模改修も行われていますが、今回も耐力調

査の結果、大規模改修となりましたけれども、大規模改修の中にはプールが入っていませ

ん。現在のプールは、ポンプ室の扉がゆがんでいたり、またプールのシールがはがれてい

るなど、不具合もあります。特に低学年が使用しているひょうたん型のプールは非常に狭

く、１学年が同時に使えないため、授業時間の工夫が必要となり、先生に過重負担がかか

っています。せめて１学年が使えるプールにすべきではないかと考えますが、答弁を求め

ます。 

○議長（矢野隆行君） 教育部長。 

○教育部長（吉川武克君） それでは、東郷議員の学校施設の改善の１点目、中主小学校

のプールについてのご質問にお答えいたします。 

 ご指摘いただきましたポンプ室の扉やプールのシールなど、プール設備も含め、学校施

設につきましては、各校の実情を見た上で緊急性の高い箇所から順次修繕してまいります。

低学年が利用するひょうたん型のプールにつきましては、これまでも授業時間の工夫など

で適正に運営されていることを学校にも確認しておりますので、問題はないというふうに

考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 今、適正に管理されているということなんですけども、現に先

生とかは１学年一同にやれるようなプールに、この大規模改修のときにしてほしかったと

いう声もありました。その大規模改修のときこそプールを入れるべきではなかったのか。

これが今できないのだったらいつできるのか、お聞きします。 
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○議長（矢野隆行君） 教育部長。 

○教育部長（吉川武克君） プールの改修につきましては、現時点では計画がないので、

その時期はお答えすることができません。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 計画がないからといって、今の時点で答えられなくても、でき

る限り早く、そうした計画を入れていただいて、また検討していただきたいと思います。

また、よろしくお願いします。 

 次に、中主中学校のトイレのにおいがひどいので、今、改善が必要です。２０１６年１

１月の一般質問でも取り上げましたけれども、ほとんどが和式トイレであり、洋式トイレ

の改修が必要だと思います。改善を求めたいと思いますが、答弁をお願いします。 

○議長（矢野隆行君） 教育部長。 

○教育部長（吉川武克君） それでは、２点目の中主中学校のトイレについてのご質問に

お答えいたします。 

 まず、トイレのにおい対策としましては、児童・生徒によります日常の適正な清掃指導

やトイレの換気、また排水管のキャップ処理などにより、改善を図ってまいりたいという

ふうに考えてございます。 

 それと、トイレの洋式化につきましては、これまで議会の場でもお答えしていますとお

り、今後、施設の大規模改修時において必要に応じた設置を進めてまいりたいというふう

に考えております。洋式化も含めて、設置の方を進めていきたいというふうに考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） トイレのにおいで管理、清掃とか、そんなんで、これはちょっ

と非常に難しいと思うんですけれども、やっぱりせめてそのにおいがなくなるように配管

の更新とか清掃とか、いろんな方法を考えられると思うんですけれども、そのあたりは検

討していっていただけないんでしょうか。 

○議長（矢野隆行君） 教育部長。 

○教育部長（吉川武克君） 今お答えしましたように、日常の清掃管理である程度解消で

きるように聞いておりますし、また本当にそのにおいの原因になるような箇所があれば、
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そこは改修しないといけないというふうに考えておりますけども、適正に改善を図ってい

きたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 洋式トイレの変更は大規模改修と言われましたけれども、これ、

ほんまにいつになるかはわかれへんと思うんですよ。やっぱり、その時期は明確にしてほ

しいなと思うんですけども、答弁を求めます。 

○議長（矢野隆行君） 教育部長。 

○教育部長（吉川武克君） 大規模改修の時期ですけれども、今年といいますか、今進め

ているのは中主小学校と野洲北中学校を進めております。その後、予定しておりますのが

北野小学校、それから中主中学校と、こういうふうになってきます。今進めている大規模

改修事業の完了の目処が見えきた段階で次の段階へ入っていくというような流れで予定を

しております。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 予定は予定として、また時期等はできるだけ早い時期に明確に

していただくようお願いします。 

 次に入ります。 

 中主中学校の体育館の排煙装置なんですけども、かたいために窓がぴちゃっと閉まらな

いので、雨や風のときに、台風のときにそこから吹き込んでくるということなんですけど

も、改善が早急に必要と思いますが、答弁を求めます。 

○議長（矢野隆行君） 教育部長。 

○教育部長（吉川武克君） それでは、３点目の中主中学校の体育館の排煙窓のご質問に

お答えいたします。 

 ご指摘の体育館の排煙窓のぐあいなんですけれども、ご指摘のように、今、不具合が生

じています。この排煙窓は非常に高い所にございまして、その構造上、開け閉めが全て、

高い排煙窓は全部連動しておりまして、あけるのに何かワイヤーかなんかで一斉にあいた

り、閉まったりするような、そういう構造になっています。これをきちっと直そうとしま

すと、相当な経費がかかるということを聞いておりまして、ただ雨風が吹き込んでくると

いうのも事実でございますので、応急的な修繕で対応するよう、今進めております。 
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 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） ぜひ応急的な対応とまた本当の改善の方にもまたやっていただ

きますよう、よろしくお願いします。 

 次に、北野小学校、中主小学校では、グラウンドの水はけが悪いため、雨が降ると水が

たまって、翌日、グラウンドが使えないことがあります。この件に関して、答弁を求めま

す。 

○議長（矢野隆行君） 教育部長。 

○教育部長（吉川武克君） それでは、４点目の中主小学校、北野小学校のグラウンドの

水はけのご質問についてお答えいたします。 

 それぞれ、グラウンドには暗渠排水設備を設けておりまして、全ての学校のグラウンド

には暗渠排水が整備してございますが、その機能が低下しているということが考えられま

す。水はけの件については、先ほど野並議員のご質問にもお答えしておりますけれども、

多額の経費もかかるということで、その改修の見通しは現時点では立っておりませんので、

その時期というようなものについてはお答えができません。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） このグラウンドなんですけども、中主小学校では休日の早朝に

グラウンドの水たまりの処理しておられる姿をよく見かけます。朝早くから５時台からや

ってはるときもあります。暗渠排水が機能していないので、でこぼこに水がたまる、本当

に財源もありますけれども、できる限り早く対応していただきたいと思います。大規模改

修があって、トラクターも出入りすると、また余計グラウンドも悪くなりますし、そうし

た後にもそういった対応をよろしくお願いしておきます。 

 次に、市内の多くの学校に共通した課題としては、保護者会や運動会などのときに、駐

車場が少なく、駐車できない状況となっています。車社会の今日、駐車できるスペースの

確保が必要と思いますが、対応について答弁を求めます。 

○議長（矢野隆行君） 教育部長。 

○教育部長（吉川武克君） それでは、５点目の駐車場スペースの確保についてのご質問

にお答えいたします。 

 これについても、先ほどの野並議員のご質問でもお答えしましたとおり、現状での運用
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を考えておりまして、その駐車場の必要性など、検討して上で今後、解決に向けて取り組

みますけども、現状では今の状態での運用を考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 先の質問でもあったんですけども、町の中心部にある学校は比

較的いろんなコミセンとかあって、そこに入れるんですけども、郊外にあるところは、や

っぱり運動場そのものに入れんならんときもあって、中主小学校の場合やったら、この間

なんか３２０台来て、運動場に、グラウンドに入ったということも聞いておりました。そ

ういうスペースが、やっぱり地域の自治会の協力も必要になってくると思いますが、そう

したことをまた学校だけの対応だけではなく、行政も地域やその他の関係機関とも対応し

ていただいて、対応できるようにまた工夫をしていただきたいと思います。 

 次に入ります。 

 防犯や緊急対応では、学校内の内線やインターホンの整備が求められます。北野小学校、

野洲北中学校、また王小学校でも整備が必要ではないかと思いますが、答弁を求めます。 

○議長（矢野隆行君） 教育部長。 

○教育部長（吉川武克君） それでは、６点目の学校内の内線やインターホンの整備につ

いてのご質問にお答えいたします。 

 防犯対策とか緊急時の対応については、インターホンなどの整備の状況にかかわらず、

各学校でそれぞれ組織的に対応していただいているところでございます。 

 なお、今、ご指摘のあった野洲北中学校につきましては、今回の大規模改修とあわせて

整備できるよう検討しているところでございます。 

 また、北野小学校、王小学校ですけれども、現状で言いますと、北野小学校には裏門

の方にはインターホンが付いてございまして、玄関の方にはちょっと付いていないと、こ

ういう状況です。 

 内線ですけども、内線も北野小学校増築校舎には設置されているんですけど、旧館の方

にはないと。それぞれちょっと事情がございまして、王小学校についても、玄関にイン

ターホンがあるけれども、内線が整備されていないとか、各学校によって、それぞれいろ

いろ事情がございまして、そういうものは今後の改修時にあわせて整備をきちっとしてい

きたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 
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○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） 児童の不慮のけがとか病気、あるいは火災、校内の緊急対応、

そういう中で児童の命、健康を守る上でそうしたインターホンとか内線は重要な役割を果

たします。緊急対応の充実、やっぱり最近はいろんな事件もありますし、そういったとき

に１秒でも早く対応がとれるよう、求めてまいりたいと思います。そうしたことを要望し

ておきたいと思いますが、答弁を求めます。 

○議長（矢野隆行君） 教育部長。 

○教育部長（吉川武克君） 今お答えさせていただいたように、大規模な改修を順次進め

ていきますので、そのときにあわせてきちっとしていきたいというふうに考えております

し、それから学校の現場の方にも来客の方がいらっしゃった場合には声をかけて用件を聞

いたりとか、声かけですとか、あるいは危機管理マニュアルがございまして、そういった

ものに沿ってきちっと対応しているということでございますので、インターホンの有無に

かかわらず、さっきも言いましたけども、その辺は組織的にきちっと学校の方で対応して

いただきますので、そういう意味では問題はないと思っていますけども、設備については

今後改修にあわせてということでございます。 

 以上です。 

○議長（矢野隆行君） 東郷正明議員。 

○１５番（東郷正明君） いずれにしても、安心安全の学校施設であることを願うもので

すけれども、またそういう面で大規模改修とも言われていますけども、そういうとき、予

算的にもそんな大きなお金がかからない問題には、やっぱり早急に対応していただきたい

ことを申し上げて、今日の質問を終わります。 

 以上です。 

○議長（矢野隆行君） 次に、通告第１３号、第５番、坂口重良議員。 

○５番（坂口重良君） それでは、第５番、新誠会の坂口でございます。 

 市民病院開院に向けた周辺整備ということで、今、駅前南口が市民病院建設によって、

大きく変わろうとしております。駅、市役所、病院、銀行など、生活の利便性の向上によ

って、マンション計画が今後活発化されると予想をされます。現在、建設中のマンション

では５０台の駐車台数を保有され、市役所前交差点へ流入が考えられます。また、駅南口

利用者も前年度よりふえまして、２年後、病院が開院しますと、関係者並びに一般車両が

中央道から市道下水門線へと病院の一般車ロータリー、また立体駐車場へと向かわれます。
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現在、駅周辺渋滞時間は７時から８時、中でも７時半から８時ごろは大渋滞が発生してお

ります。市民病院が外来診察受付時間が８時３０分からとすると、８時ごろには南口周辺

道路も移動中となり、そこへ緊急車両が入ってくること、１点、６回、１日出動も考えら

れ、道路進入路確保のため、アプローチの安全性とわかりやすい動線の確保のため、駅前

エリアの見直しの検討を願いたいと思っております。 

 課題でありました国道８号バイパスの完成によりまして、渋滞緩和も考えられますが、

２年後、想定できる道路整備と周辺道路渋滞の緩和策をどのように考えるかを聞きたいと

思います。まず、第１、小・幼・保の登下校時の安全面を考えた歩道及び交差点、信号の

改良を質問いたします。お願いします。 

○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） 坂口議員の市民病院開院に向けた周辺整備のうち、１点

目の小学校、幼稚園、保育園の登下校時の安全面を考えた歩道及び交差点、信号の改良に

つきまして、お答えをいたします。 

 野洲市民病院予定地周辺の通学路の状況といたしましては、県道野洲停車場線、市道野

洲中央線、市道小篠原稲線、市道野洲駅南線など、通学路は歩道が整備されており、児

童は安全に通行することができますが、野洲市民病院の開業によりまして、市道野洲中央

線と市道野洲駅下水門線の交差点は通行車両の台数が多くなると考えられ、道路を横断さ

れる歩行者への安全対策が必要と考えております。市といたしましては、交差点の安全対

策といたしまして、滋賀県公安委員会へ信号機の設置を要望し、市道野洲中央線から市道

野洲駅下水門線へ右折する際の右折だまりの延長を考えていきたいと思っているところで

ございます。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（矢野隆行君） 坂口重良議員。 

○５番（坂口重良君） 昨日、議会が終わりましてから、略図をつくらせていただきまし

た。私がこうなったらよいなと思うところ、改良場所をマーキングしてまいりました。ち

ょうどこの赤点の信号のマークが入ったところでございますが、私も中央線、下水門線、

このプール横でございますが、交差点信号設置は必要と考えております。ところが、京都

新聞によりますと、県内では信号設置が新設ゼロと、とても厳しい状況にあるということ

でございます。信号設置は大丈夫でございますでしょうか。質問といたしまして、よろし

いですか。 
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○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） 信号設置の件でございますけども、確かにおっしゃるよ

うに権限は市ではございませんでして、公安委員会の方にございますので、市としては要

望させていただくという立場になりますけれども、この地点の信号機につきましては、従

来からも通学路でもございますので、地域の方からご要望いただき、要望はしている箇所

ではございます。ただ、野洲市民病院が開院することによりまして、交通状況等、随分変

わるということが予想されますので、市といたしましては、より一層、重点要望地域とし

て位置付けて要望してまいりたいというふうに考えております。 

 今おっしゃっていただきました京都新聞の記事でございますけれども、新しい道路がで

きたときなど、必要な場所には当然、新設するということも最後のところに書いてござい

ます。こういったこともございますので、市としては、必要性を強く訴えてご理解いただ

けるように要望していきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 坂口重良議員。 

○５番（坂口重良君） ありがとうございます。私も実は持っておりました。提示するの

を忘れておりました。病院開院前に早急に実現できるよう、どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 次に、２番の質問でございます。 

 その前に訂正を願いたいと思います。私、「門田稲線」と書きました。こちらは「小篠

原稲線」の間違いで訂正をお願いいたしたいと思います。この件、三上部長には朝、訂

正を伝えております。よろしくお願いいたします。 

 それでは、小篠原稲線妓王井川沿い道路拡幅整備についてを質問いたします。よろし

くお願いします。 

○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） それでは、２点目のご質問でございます。小篠原稲線

妓王井川沿いの道路の拡幅整備ということでお答えをさせていただきます。 

 小篠原稲線妓王井川沿いの道路の拡幅につきましては、市道８号線の分岐点から市道

野洲駅下水門線までの野洲小学校の運動場沿いのところの道というふうなことになります

けれども、ここにつきましては、現状に課題があるというふうな認識はしてございます。

道路拡幅をするということになりますと、対応方法として、例えば暗渠化などが考えられ



 

 －214－

ますけれども、これは関係機関との協議、あるいは財源の確保、こういった調整に相当な

時間を要すると思われる事項がございますので、早期の対応は難しいというふうに考えて

いるところでございます。 

 また、市道野洲駅下水門線から下流へ約２５０メートルあたりでございますけれども、

このあたりにつきましては特に道路幅員が狭く、車両の交互通行も困難な状況であるとい

うことは把握をしてございます。道路沿いに家屋が立て込んでいることから、道路の拡幅

はここも厳しい状況でありますけれども、一級河川妓王井川の改修、これとあわせまして、

可能な限り道路が拡幅できないか、そういったことにつきまして、滋賀県の方と協議をさ

せていただきたいというふうに考えているところでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 坂口重良議員。 

○５番（坂口重良君） 私も駅前の住民の皆様も暗渠化については、妓王井川の歴史を考

えると難しいことはわかります。賛否も分かれると思いますが、今後も県と積極的に協議

いただきまして、朗報をお待ちしております。 

 また、この張り出し歩道について、前から妓王井川沿いは言われているかと思うんです

が、これの撤去、もしくは整備というのはお考えになっていますでしょうか。 

○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） 先ほどの答弁でも申し上げましたように、課題があると

いうふうな認識はさせてはいただいてございます。ただ、撤去となりますと、また歩道が

なくなるということになりますし、じゃ、かわりに子どもたちの通行の安全をどう確保す

るのかといった問題も出てまいりますので、ここは一定、そういった対策が見えてくるま

では現状を何とか維持をさせていただく形になろうかなというふうに思います。 

○議長（矢野隆行君） 坂口重良議員。 

○５番（坂口重良君） それでは、次に移らせていただきます。 

 一方通行など見直しを含む開院に向けた、あらゆる想定できる見直しはということで質

問をさせていただきます。お願いします。 

○議長（矢野隆行君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（三上忠宏君） それでは、３点目でございます。一方通行など見直しを

含む開院に向けた、あらゆる想定できる見直しについてということでお答えをさせていた

だきます。 
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 まず１点目のご質問でお答えを致しました市道野洲中央線と市道野洲駅下水門線の交差

点への信号の設置及び野洲中央線の右折だまりの延長、これを想定しております。そして、

ご質問いただいております一方通行の見直しでございますけれども、現在、市道小篠原稲

線につきましては、一方通行規制がございます。この道路は野洲小学校児童の通学路で

ございまして、道路幅も狭いことから、駅前、また小篠原等の自治会と野洲小学校ＰＴＡ

等の皆さんの要望によりまして、平成１２年から県道野洲停車場線方向のこちらに向いて

のみの一方通行をという形になってございます。このことから、病院の開業時には和田方

面から野洲市民病院への車のアクセスにつきましては、市道野洲中央線を市道野洲駅下水

門線へ右折するという形になります。 

 このことから、市道野洲中央線の右折滞留車両の軽減を考慮いたしまして、市道小篠原

稲線のうち、市道野洲駅下水門線から県道野洲停車場線までの区間につきましては、通

学路ではございませんので、地元自治会の皆さん及び滋賀県公安委員会と協議をさせてい

ただきまして、一方通行の解除など、有効な対策を検討してまいりたいというふうに考え

ているところでございます。 

 なお、和田地先の市道小篠原稲支線２号というのは、久野部の跨線橋の下のところで

すね。和田の交差点からＪＲへ向けて入っていくところの道でございますけれども、ここ

から県道野洲停車場線までの一方通行につきましては、通勤通学の自転車や歩行者の方、

また野洲駅方面への車両の通行も多いというふうな状況がございますので、現状の道路幅

員を考えますと、一方通行の解除は適切ではないのかなというふうに考えております。 

 また、反対側、西側でございますが、市道８号線との分岐点から市道野洲駅下水門線、

先ほど申し上げました野洲小学校の運動場沿いのところの道でございますけれども、ここ

につきましても、小学校の通学路ということでございますので、一方通行の解除は適切で

ないというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 坂口重良議員。 

○５番（坂口重良君） もう一度場所の確認をさせていただきます。これも赤色部分でマ

ーキング部分でよろしいですね。はい。確かに私も確認しております。唯一通学路になっ

ておりませんので、ぜひともお願いしたいと考えております。よろしくお願いします。 

 ただ、先ほどの２番の質問の暗渠化がこの一方通行の解除区間、いわゆる今、赤で示し

ている部分でございますけど、ここで地元の皆さん等の理解をしてもらえることが可能で
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あれば、できれば暗渠にしたいなという考えはございます。野洲駅南線、駅からのロータ

リーから真っすぐ降りていったところでございますが、そこからの右折がもし可能となる

と、渋滞はかなり緩和されるように思いますので、今後も含めて、周辺のあらゆる見直し

を考えていただきたいと思います。とにかく一緒に考えていきたいと思いますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 それでは質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○議長（矢野隆行君） 次に、通告第１４号、第２番、山﨑敦志議員。 

○２番（山﨑敦志君） 第２番、新誠会、山﨑です。質問をさせていただきます。 

 その前に１点、ちょっと皆さんに考えていただきたいのが、先ほどから公共交通の問題

で近江鉄道バスの減便に対して住民の足とか市民の足とか、そういうものが奪われるよう

な表現がかなりされています。それ、私は一企業の人権担当として、考えるにそういう表

現は議事録の中によくないというふうに思うんですけれど、その辺、今後皆さんの質問の

中でそういうものは十分注意していただきたいというように考えますので、まず発言して

おきます。 

 私の質問の方は、この前議会でも出ました一部もう既に質問されています２月２０日に

出されました工場立地法における緑地面積率の緩和検討、これがインターネット等に出て

おりますので、私の所属しているいろんな企業の団体ではかなり関心を持たれております。

そのことについて質問させていただきます。 

 市内で企業、事業所を組織する野洲工業会や商工会の活動はＣＳＲ（企業の社会的責任）

を果たすために環境問題については、野洲市経済部指導のもと、環境保全協定、野洲市生

活環境を守り育てる条例第４規定を締結して、住民の健康で快適な生活環境を確保するた

め、最善の努力を払うこととし、生活環境に対する騒音、振動、ばい煙、臭気等の基準を

定めた管理に努めておられます。また、地域活動としては、野洲市で活動されています琵

琶湖清掃活動とか、まちおこしのオクトーバーフェスト等に多くの従業員を参加させ、地

域との共存に努めておられます。 

 先に議員の方から質問されました緑地緩和により、住民の苦情が出てくるのは明らかで

あると、何らかの因果関係でそういうものがあるかわかりません。緑地緩和が進めば、運

用は企業の勝手のという形で言葉を述べておられます。企業人として、私は常に協定を重

んじ、環境課等にいつも指導をいただいております。また、定期的に環境測定、今、住民

の健康を害するという、騒音、振動、臭気等については、定期的に報告もされております
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と、この辺については、先ほども議員申された内容とは企業のとっている行動については

乖離がありますので、ここで一言言わせていただきます。 

 ちなみに、工場周辺の緑地というような感覚のことを言われていましたけれど、やはり

工場立地法で周辺環境のために緑地を周りにやる企業もありますけれど、敷地内でいろん

な環境で緑地をとられる企業がございます。だから、工場周辺、道路際に樹木を植えられ

ているところが茂ってしまうと、風で落ちたり、うっとうしいというような住民の意見が

出てくることが多々ありますけれど、その辺については、企業も住民との協調ということ

で切り込み、先ほど新しい工場を建てるために全部切り込まれている。それまでは高木か

ら落ちてくる葉っぱのことで苦情が出ているというのは聞いたことがございます。 

 前段は置きまして、さて、現在、会員企業というか、工業会、商工会の会員企業の共通

の課題として上がっているのは、先ほども言いましたように、工場立地法における緑地面

積率等の緩和によって、工場敷地、敷地の有効利用、これは企業が今後成長していくため

に設備の拡大、増築、建て替え、雇用の拡大による従業員の増による駐車場の整備等々、

緑地確保がかなり困難なために、緩和についてはものすごく関心を持たれております。 

 野洲市において、現在、環境敷地面積２５％以上（緑地面積率２０％を含む）で、国が

定める全国一律の準則に適用されているところですが、地方自治法により、緑地面積率の

設定が可能となるところです。既に滋賀県内でも大津市、守山市などにおいて、緑地面積

率の緩和が実施、検討されています。 

 そこでお伺いします。２月に出されたこの内容の確認ということになりますけれど、緑

地面積率の緩和を何％を目標にされているのか。２つ目、緑地面積率の緩和実施時期につ

いて、そして３つ目としては、生活環境を守り育てる条例にある工場立地法にかからない、

いわゆる中小規模事業者からも緑地率の緩和をしてほしいという声を聞いています。その

辺、緑地率の設定についてどのように考えておられるのか、３点一括でご回答願いたいと

思います。 

○議長（矢野隆行君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（遠藤由隆君） それでは、山﨑議員の緑地面積率の緩和についてという

ことで一括質問でございます。 

 １点目の緑地面積率の緩和を何％目標にするのかということでございます。面積率は準

工業地域（第２種区域）ですね。そして、工業及び工業専用地域（第３種区域）、そして市

街化調整区域の（第４種区域）において１０％というふうに今検討しております。 
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 なお、検討にあたりましては、先ほど、野並議員でお答えいたしましたように雇用の確

保、それは特に我々というよりはこれからの若い者の雇用、そしてきのうでは田中議員か

らおっしゃいました障がい者、あるいは困窮者、そういったもののこれからの雇用という

ことによって、非常に重要なことだと思っております。一方で、環境の配慮、周辺環境へ

の配慮ということをきちっと問題意識として認識して検討してまいりたいと、そのように

思っております。 

 次に、２点目の緑地面積率の緩和の実施時期ということでございます。今、一定シミュ

レーションも含めて、期間をリサーチしております。そして、パブリックコメントなど、

そして当然、これ、議決を求めるということになりますので、それも含めて、今年度内に

はというふうに思っております。基本的には今年中にと、年度内というよりも、今年中と

いうことを基本目標には置いております。 

 次、３点目の生活環境を守り育てる条例の緑化率の緩和ということでございます。工場

立地法においての規制がかからない事業所、ここにもこの条例によって、一定の努力義務

でございますけれども、３％から１５％、４段階において努力義務で緑地法の率を課して

いるというところでございます。したがいまして、今回、検討しています工場立地法にお

ける緑地率を緩和するとすると、それにあわせて当該条例の見直しということを考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（矢野隆行君） 山﨑敦志議員。 

○２番（山﨑敦志君） ありがとうございます。今年中というような検討、議案になりま

すけれど、皆さんの審議を受けるわけですけれど、企業としましては、１２月近辺には次

年度の予算で、多分６月ぐらいからの採用とか、そういう工場全体、事業所全体の人員構

成とか、そういう作業の見込みというのが予算を立てて計画しますので、できる限り、こ

ういうものは速やかに進めていただくことによって、地域の活性化につながると思います

ので、議案成立に期待しておりますので、努力をよろしくお願いいたします。 

 質問を終わります。 

○議長（矢野隆行君） ありがとうございます。 

 ただいま東郷議員より答弁の訂正を求められております。これを許します。 

○１５番（東郷正明君） 先ほど私の公共交通についての質問の中で「交通の足とか住民

の足が奪われる」という言葉を使用しましたけれども、その足の部分について、「利便性が
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失われる」という言葉に訂正させていただきます。 

○議長（矢野隆行君） 以上で、通告による質問は終了いたしました。 

 本日の日程は全て終了いたしました。 

 お諮りいたします。 

 明１６日から６月２７日までの１２日間は休会といたしたいと思います。これにご異議

ございませんか。 

            （「異議なし」の声あり） 

○議長（矢野隆行君） ご異議なしと認めます。よって、明１６日から６月２７日までの

１２日間は休会することに決定いたしました。 

 なお、念のために申し上げます。 

 来る６月２８日は、午後１時から本会議を再開いたしたいと思います。 

 本日はこれにて散会いたします。ご苦労さまでございました。（午後３時４７分 散会） 
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